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第 1 章  はじめに  
 
1 .1  本研究の課題  







鳥居・成生、 2002；高嶋、 1994；丸山、 1992； Lohtia et  al .、 1999）こ
のように非常に厳しい局面において、競争的な市場でいかに勝ち残ってい
くのかが企業にとって重要な関心事となっている。  
こ の よ う な 中 に お い て 、 近 年 新 し い ビ ジ ネ ス モ デ ル と し て SPA






るため、 SCM（ Supply Chain Management）や QR（ Quick Response）
の概念がいち早く取り入れられ、より早く無駄なく商品を提供できるビジ
ネスモデルとして SPA が誕生した。（加藤、 1998）当初はアパレル産業に
                                                  
1  1987 年 5 月、アメリカの GAP 社における 1986 年度株主総会がサンフ
ランシスコ・エアポート・ホテルで開催され、当時の会長であったドナル
ド・フィッシャー氏による株主向けの報告の中で、自社の業態を Specialty  






という言葉であった。日本に初めて SPA が紹介されたのは 1987 年 5 月 30





いる。（矢野経済研究所、 2012）  
 













































実証分析が行われている。（浦上他、2008；Urakami et  al .、2009；Urakami 
& Wu、 2010）  
さらに、小宮他 (2011)では、日本全国のアパレル製造業を対象としてア
ンケート調査が行われ、このデータを用いて現在分析が進められていると
ころである。（ Inoguchi  et  al . ,  2012）  
 


















る。過去、アパレル卸売業においては浦上他 (2008)、Urakami et  al .  (2009)、
Urakami & Wu (2010)において既に実証分析が行われてきた。一方で、ア





特徴となる 2。  
 
1 .2.1  アパレル製造業への着目  
 先にも述べたように、本研究はアパレル製造業を対象として分析を行う。
アパレル製造業の SPA 化への取り組みに当たっては、次の 2 つの戦略的意
思決定が重要となると考えられる。そもそも SPA とは垂直統合型のビジネ
スモデルをさすが、矢野経済研究所 (2012)によれば、SPA は小売系 SPA と
メーカー系 SPA に分類される。このうち、小売系 SPA はもともと小売り
を専業とする企業が自主企画機能を持ち、多くの場合プライベート・ブラ
ンド（ PB）を展開するために製造までを手掛けるようになった業態のこと




業数は 471 社であった。一方、アンケート回収後（アパレル卸売業調査 489
社、製造業調査 1,211 社）ではわずか 41 社のみが両方のデータベースに
含まれる企業数となった。したがって、本論文の分析対象となるアパレル
製造業は大多数が卸機能を持たない製造業であると考えることができる。
また、アパレル製造業アンケート回収企業と SPA マーケット総覧 2012/13









































購入することはできないが、 2009 年版と 2012/13 年版を用いて時間の経
過を考慮した動学的な分析を行うことにした。  
 



















としては第 4 章と同じく小宮他 (2011)のアンケート調査によるデータが用





源 ベ ー ス 理 論 お よ び 集 積 の 経 済 学 の 理 論 を も と に 仮 説 を 設 定 し 、 ロ ジ ッ
ト・モデルを用いて実証分析を行った。一方、第 6 章では直営店出店戦略
に関する実証分析を行う。この章で用いられるデータベースは矢野経済研
究所によって編纂された『 SPA マーケット総覧』から得ており、 2009 年





っており、先の第 4 章の企業パフォーマンスの分析の追試験として『 SPA
マーケット総覧』のデータベースを用いた同様の分析を行った結果を補論
1 にまとめている。同じく、第 6 章の直営店の分析に関して小宮他 (2011)
のデータベースを用いて行った分析結果を補論 2 に取りまとめている。  
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第 2 章 アパレル産業の市場構造  
 
2 .1 はじめに  














60 年代に入ると、量販店の台頭もあり、既製服の比率は、 69 年に初めて
紳士背広で 4 割を超え、72 年には 5 割を突破、婦人スーツも 6 割を超えた」
























ャラクターブランドのメーカーも相次いで創業し、80 年代にかけて DC ブ
ームを巻き起こした」と繊研新聞社 (2009)が指摘しているように、ファッ
ションアパレルへの意識転換は、アパレル企業の企画・製造への転換を巻


































































2007 年以前と 2008 年以降とではデータの接続が一部困難となってしまっ
ている。そのため、本節では時系列推移を見るための直近のデータを 2007
年と設定し、過去 1991 年までさかのぼってその推移を見ることにした。  
 表 2.1 は、製造品出荷額等の推移を、衣服・その他の繊維製品を中心に、
製造業合計およびその他複数の産業と比較したものである。この表より明





表 2.1 製造業製造品出荷額等推移（百万円）  
産業分類   1991 年  2007 年  
91 年からの
増減幅  
製造業合計  金額  340 ,834,634 336,756,635 -4 ,077,999
割合  100.0% 100.0% -1 .2%
繊維工業  金額  6 ,157,363 2,216,677 -3 ,940,686
シェア  1 .8% 0.7% -64 .0%
衣服・その他の繊維
製品  
金額  6 ,695,986 2,076,462 -4 ,619,524
シェア  2 .0% 0.6% -69.0%
食料品  金額  24 ,091,392 24,196,346 104,954
シェア  7 .1% 7.2% 0 .44%
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化学工業  金額  24 ,269,484 28,293,937 4 ,024,453
シェア  7 .1% 8.4% 16.6%
鉄鋼業  金額  18 ,630,816 21,191,653 2 ,560,837
シェア  5 .5% 6.3% 13.7%
金属製品  金額  20 ,230,286 15,188,870 -5 ,041,416
シェア  5 .9% 4.5% -24 .9%
一般機器  金額  35 ,846,793 36,273,371 426,578
シェア  17 .2% 11.9% 1 .2%
輸送用機器  金額  48 ,959,659 63,910,025 14 ,950,366
シェア  14 .4% 19.0% 30.5%
精密用機器  金額  5 ,510,466 4,274,098 -1 ,236,368
シェア  1 .6% 1.3% -22 .4%
出所：経済産業省『工業統計調査』（各年版確報）「産業編」
（ http: / /www.meti .go. jp/stat ist ics / tyo /kougyo/）  
 
 表 2.2 は、事業所数の推移を見たものである。ここでも、衣服・その他
の繊維製品を中心に製造業合計およびその他複数の産業と比較を行ってい





表 2.2 製造業事業所数推移  
産業分類   1991 年  2007 年  
91 年からの
増減幅  
製造業合計  実数  430,414 258,232 -172,182
シェア  100.0% 100.0% -40.0%
繊維工業  実数  21 ,163 6,785 -14,378
シェア  4 .9% 2.6% -67.9%
衣服・その他の繊維
製造  
実数  40 ,240 12,748 -27,492
シェア  9 .3% 4.9% -68.3%
食料品  実数  44 ,068 32,508 -11,560
シェア  10 .2% 12.6% -26.2%
化学工業  実数  5 ,391 5,034 -357
シェア  1 .3% 1.9% -6.6%
鉄鋼業  実数  6 ,407 4,696 -1 ,711
シェア  1 .5% 1.8% -26.7%
金属製品  実数  51 ,051 33,355 -17,696
シェア  11 .9% 12.9% -34.7%
一般機器  実数  46 ,237 33,955 -12,282
シェア  10 .7% 13.1% -26.6%
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輸送用機器  実数  15 ,488 12,426 -3 ,062
シェア  3 .6% 4.8% -19.8%
精密用機器  実数  7 ,108 4,254 -2 ,854
シェア  1 .7% 1.6% -40.2%
出所：経済産業省『工業統計調査』（各年版確報）「産業編」
（ http: / /www.meti .go. jp/stat ist ics / tyo /kougyo/）  
 
 さらに、表 2.3 において従業者数の推移を見てみると、同様に、衣服・
その他の繊維製品、製造業合計およびその他複数の産業と比較したところ、





表 2.3 製造業従業者数推移  
産業分類   1991 年  2007 年  
91 年からの
増減幅  
製造業合計  実数  11 ,351,033 8,518,545 -2 ,832,488
シェア  100.0% 100.0% -25.0%
繊維工業  実数  358,451 125,321 -233,130
シェア  3 .2% 1.5% -65.0%
衣服・その他の繊維
製造  
実数  744 ,510 224,278 -520,232
シェア  6 .6% 2.6% -69.9%
食料品  実数  1 ,104,517 1,135,051 30,534
シェア  9 .7% 13.3% 2.8%
化学工業  実数  405 ,572 356,738 -48,834
シェア  3 .6% 4.2% -12.0%
鉄鋼業  実数  339 ,572 228,860 -110,712
シェア  3 .0% 2.7% -32.6%
金属製品  実数  865 ,851 664,082 -201,769
シェア  7 .6% 7.8% -23.3%
一般機器  実数  1 ,225,964 1,063,957 -162,007
シェア  10 .8% 12.5% -13.2%
輸送用機器  実数  983 ,530 1,050,334 66,804
シェア  8 .7% 12.3% 6.8%
精密用機器  実数  254 ,447 160,473 -93,974
シェア  2 .2% 1.9% -36.9%
出所：経済産業省『工業統計調査』（各年版確報）「産業編」










 まず、表 2.4 は年間商品販売額等の推移を、繊維・衣服等を中心に卸売
合計およびその他複数の産業と比較したものである。この表より明らかな




表 2.4 卸売業年間商品販売額の推移（百万円）  
産 業 分 類    1 9 7 2 年  1 9 9 1 年  2 0 0 7 年  1 9 9 1 年 か ら の
増 減 幅  
卸 売 合 計  
金 額  1 0 6 , 7 8 0 , 0 8 2 5 7 3 , 1 6 4 , 6 9 8 4 1 3 , 5 3 1 , 6 7 1 - 1 5 9 , 6 3 3 , 0 2 7
シ ェ ア  1 0 0 . 0 % 1 0 0 . 0 % 1 0 0 . 0 % - 2 7 . 9 %
繊 維 ・ 衣 服 等  
卸 売 業  
金 額  1 2 , 2 3 8 , 3 4 6 3 8 , 5 1 6 , 9 4 4 1 6 , 6 4 0 , 8 4 7 - 2 1 , 8 7 6 , 0 9 7
シ ェ ア  1 1 . 5 % 6 . 7 % 4 . 0 % - 5 6 . 8 %
飲 食 料 品  
卸 売 業  
金 額  1 9 , 2 3 0 , 0 9 7 1 0 8 , 1 1 8 , 6 9 4 7 5 , 6 4 9 , 0 2 3 - 3 2 , 4 6 9 , 6 7 1
シ ェ ア  1 8 . 0 % 1 8 . 9 % 1 8 . 3 % - 3 0 . 0 %
建 築 材 料 、 鉱
物 ・ 金 属 材 料 等
卸 売 業  
金 額  2 3 , 0 8 7 , 2 3 6 1 2 3 , 5 1 4 , 7 0 6 1 0 7 , 6 8 3 , 4 4 4 - 1 5 , 8 3 1 , 2 6 2
シ ェ ア  2 1 . 6 % 2 1 . 5 % 2 6 . 0 % - 1 2 . 8 %
機 械 器 具  
卸 売 業  
金 額  1 9 , 0 4 6 , 6 7 7 1 3 0 , 5 1 4 , 0 5 9 9 9 , 8 9 3 , 9 0 8 - 3 0 , 6 2 0 , 1 5 1
シ ェ ア  1 7 . 8 % 2 2 . 8 % 2 4 . 2 % - 2 3 . 5 %
各 種 商 品  
卸 売 業  
金 額  2 0 , 9 3 6 , 6 9 6 9 8 , 7 1 2 , 7 0 7 4 9 , 0 4 2 , 4 7 2 - 4 9 , 6 7 0 , 2 3 5
シ ェ ア  1 9 . 6 % 1 7 . 2 % 1 1 . 9 % - 5 0 . 3 %
そ の 他 の  
卸 売 業  
金 額  1 2 , 2 4 1 , 0 3 2 7 3 , 7 8 7 , 5 9 0 6 4 , 6 2 1 , 9 7 7 - 9 , 1 6 5 , 6 1 3
シ ェ ア  1 1 . 5 % 1 2 . 9 % 1 5 . 6 % - 1 2 . 4 %
出所：経済産業省『商業統計』「時系列データ産業細分類別」
（ http: / /www.meti .go. jp/stat ist ics / tyo /syougyo/result -2 / j ikei .html）  
 
                                                  
3  『商業統計』は、1994 年（平成 6 年）、1997 年（平成 9 年）、2002 年（平
成 14 年）、 2007 年（平成 19 年）に調査が行われている。その他簡易調査
が 1999 年（平成 11 年）と 2004 年（平成 16 年）に行われている。今回
は確報のデータおよび時系列のデータを使用しており、直近のデータは
2007 年で、時系列データについては 1972 年から公開されている。また、
製造業とも整合性を取るために 1991 年を抽出している。  
15 
 








表 2.5 卸売業事業所数の推移  
産業分類   1972 年 1991 年  2007 年  
1991 年から
の増減幅  
卸売合計  実数  259 ,163 475,983 334,799 -141,184
シェア 100.0% 100.0% 100.0% -29 .7%
繊維・衣服等卸売業  実数  31 ,931 44,749 25,061 -19 ,688
シェア 12.3% 9.4% 7.5% -44.0%
飲食料品卸売業  実数  67 ,395 99,990 76,058 -23 ,932
シェア 26.0% 21.0% 22.7% -23.9%
建築材料、鉱物・金
属材料等卸売業  
実数  67 ,350 119,884 79,036 -40 ,848
シェア 26.0% 25.2% 23.6% -34.1%
機械器具卸売業  実数  41 ,353 111,052 77,929 -33 ,123
シェア 16.0% 23.3% 23.3% -29.8%
各種商品卸売業  実数  51 706 1 ,200 494
シェア 0.02% 0.15% 0.36% 69.97%
その他の卸売業  実数  51 ,083 99,602 75,515 -24 ,087
シェア 19.7% 20.9% 22.6% -24.2%
出所：経済産業省『商業統計』「時系列データ産業細分類別」
（ http: / /www.meti .go. jp/stat ist ics / tyo /syougyo/result -2 / j ikei .html）  
 
表 2.6 卸売業従業者数の推移  
産 業 分 類   1972 年  1991 年  2007 年  
1991 年 か ら
の 増 減 幅  
卸 売 合 計  
実 数  3 ,007 ,647 4 ,772 ,709 3 ,526 ,306  -1 ,246 ,403
シ ェ ア  100 .0% 100 .0% 100 .0%  -26 .1%
繊 維・衣 服 等 卸 売 業  
実 数  435 ,125 506 ,292 268 ,694  -237 ,598
シ ェ ア  14 .5% 10 .6% 7.6% -46 .9%
飲 食 料 品 卸 売 業  
実 数  608 ,560 977 ,097 820 ,011  -157 ,086
シ ェ ア  20 .2% 20 .5% 23 .3% -16 .1%
建 築 材 料 、鉱 物・金
属 材 料 等 卸 売 業  
実 数  643 ,491 955149 703715  -251 ,434
シ ェ ア  21 .4% 20 .0% 20 .0% -26 .3%
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機 械 器 具 卸 売 業  
実 数  652 ,881 1 ,286 ,095 923 ,644  -362 ,451
シ ェ ア  21 .7% 26 .9% 26 .2% -28 .2%
各 種 商 品 卸 売 業  
実 数  56 ,693 51 ,369 32 ,918  -18 ,451
シ ェ ア  1 .90% 1.10% 0.90% -35 .9%
そ の 他 の 卸 売 業  
実 数  610 ,897 996 ,707 777 ,324  -219 ,383
シ ェ ア  20 .3% 20 .9% 22 .0% -22 .0%
出所：経済産業省『商業統計』「時系列データ産業細分類別」








 表 2.7 は、年間商品販売額等の推移を、織物・衣服・身の回り品を中心
に小売合計およびその他複数の産業と比較したものである。この表より明




表 2.7 小売業年間商品販売額の推移（百万円）  
産 業 分 類   1972 年  1991 年  2007 年  
91 年 か ら の
増 減 幅  
小 売 合 計  
金 額  28 ,292 ,696 140 ,638 ,104 134 ,705 ,448  -5 ,932 ,656
シ ェ ア  100 .0% 100 .0% 100 .0%  -4 .2%
織 物 ・ 衣 服 ・
身 の 回 り 品  
金 額  3 ,787 ,366 14 ,884 ,576 10 ,694 ,006  -4 ,190 ,570
シ ェ ア  13 .4% 10 .6% 7.9% -28 .2%
飲 食 料 品  
金 額  8 ,689 ,923 41 ,455 ,966 40 ,813 ,293  -642 ,673
シ ェ ア  30 .7% 29 .5% 30 .3% -1 .6%
自 動 車 ・ 自 転
車  
金 額  3 ,057 ,288 18 ,933 ,912 15 , 700 ,507  -3 ,233 ,405
シ ェ ア  21 .6% 21 .5% 26 .0% -17 .1%
                                                  
4  先の卸売業におけるデータの説明と同様であるが、『商業統計』は、1994
年（平成 6 年）、1997 年（平成 9 年）、2002 年（平成 14 年）、2007 年（平
成 19 年）に調査が行われており、簡易調査が 1999 年（平成 11 年）と 2004
年（平成 16 年）に行われている。直近のデータは 2007 年で、過去のデー




家 具 ・ じ ゅ う
器 ・ 家 庭 用 機
械 器 具  
金 額  3 ,282 ,930 11 ,977 ,312 11 ,484 ,657  -492 ,655
シ ェ ア  11 .6% 8.5% 8.5% -4 .1%
各 種 商 品  金 額  3 ,176 ,962 19 ,897 ,627 15 ,652 ,725  -4 ,244 ,902
シ ェ ア  11 .2% 14 .1% 11 .6% -21 .3%
そ の 他 の 小 売  
金 額  6 ,298 ,227 33 ,488 ,709 40 ,360 ,259  6 ,871 ,550
シ ェ ア  11 .5% 12 .9% 15 .6% 20 .5%
出所：経済産業省『商業統計』「時系列データ産業細分類別」
（ http: / /www.meti .go. jp/stat ist ics / tyo /syougyo/result -2 / j ikei .html）  
 
 表 2.8 においては、事業所数の推移を、織物・衣服・身の回り品を中心
に小売合計およびその他複数の産業において比較したものである。織物・
衣服・身の回り品については小売合計とほぼ同じような減少幅になってお
り、 30.8％の減少になっている。  
 
表 2.8 小売業事業所数の推移  
産 業 分 類   1972 年  1991 年  2007 年  
91 年 か ら
の 増 減 幅
小 売 合 計  
実 数  1 ,495 ,510 1 ,591 ,223 1 ,137 ,859  -453 ,364
シ ェ ア  100 .0% 100 .0% 100 .0%  -28 .5%
織 物・衣 服・身 の
回 り 品  
実 数  205 ,979 240 ,994 166 ,732  -74 ,262
シ ェ ア  13 .8% 15 .1% 14 .7% -30 .8%
飲 食 料 品  
実 数  711 ,367 622 ,772 389 ,832  -232 ,940
シ ェ ア  47 .6% 39 .1% 34 .3% -37 .4%
自 動 車 ・ 自 転 車  実 数  59 ,410 93 ,231 82 ,984  -10 ,247
シ ェ ア  4 .0% 5 .9% 7.3% -11 .0%
家 具 ・ じ ゅ う 器 ・
家 庭 用 機 械 器 具  
実 数  156 ,912 158 ,105 98 ,927  -59 ,178
シ ェ ア  10 .5% 9.9% 8.7% -37 .4%
各 種 商 品  実 数  2 ,746 4 ,347 4 ,742  395
シ ェ ア  0 .2% 0 .3% 0.4% 9 .1%
そ の 他 の 小 売  
実 数  359 ,096 471 ,774 394 ,642  -77 ,132
シ ェ ア  24 .0% 29 .6% 34 .7% -16 .3%
出所：経済産業省『商業統計』「時系列データ産業細分類別」
（ http: / /www.meti .go. jp/stat ist ics / tyo /syougyo/result -2 / j ikei .html）  
 







表 2.9 小売業従業者数の推移  
産業分類   1972 年  1991 年  2007 年  
91 年から
の増減幅
小売合計  実数  5 ,141,377 6,936,526 7,579,363 642,837
シェア  100 .0% 100.0% 100.0% 9 .3%
織物・衣服・身の
回り品  
実数  751 ,299 808,597 676,614 -131,983
シェア  14 .6% 11.7% 8.9% -16.3%
飲食料品  実数  1 ,916,651 2,541,909 3,082,562 540,653
シェア  37 .3% 36.6% 40.7% 21.3%
自動車・自転車
実数  358 ,066 566,426 528,828 -37 ,598
シェア  7 .0% 8.2% 7.0% -6 .6%
家具・じゅ う器 ・
家庭用機械器具
実数  573 ,236 586,845 469,347 -117,498
シェア  11 .1% 8.5% 6.2% -20 .0%
各種商品  実数  237 ,346 439,764 522,523 82 ,759
シェア  4 .6% 6.3% 6.9% 18.8%
その他の小売  実数  1 ,304,779 1,992,985 2,299,489 306,504
シェア  25 .4% 28.7% 30.3% 15.4%
出所：経済産業省『商業統計』「時系列データ産業細分類別
（ http: / /www.meti .go. jp/stat ist ics / tyo /syougyo/result -2 / j ikei .html）  
 
2 .3 アパレル産業の規模の概要  














2002 年 2012 年 増減 
事業所数 従業者数 製造品出荷額












計 290,848 8,323,589 269,361,805 216,262 7,425,339 288,727,639 -74,586 -898,250 19,365,834 
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% -25.6% -10.8% 7.2% 
4～  9 人 144,216 860,154 9,103,096 94,320 570,935 7,129,326 -49,896 -289,219 -1,973,770 
49.6 10.3% 3.4% 43.6% 7.7% 2.5% -34.6% -33.6% -21.7% 
10～29 人 99,586 1,701,267 27,025,896 78,186 1,336,468 24,317,037 -21,400 -364,799 -2,708,859 
34.2% 20.4% 10.0% 36.2% 18.0% 8.4% -21.5% -21.4% -10.0% 
30～99 人 33,484 1,798,237 43,492,899 30,733 1,639,515 44,908,299 -2,751 -158,722 1,415,400 
11.5% 21.6% 16.1% 14.2% 22.1% 15.6% -8.2% -8.8% 3.3% 
100人以上 13,562 3,963,931 189,739,914 13,023 3,878,421 212,372,977 -539 -85,510 22,633,063 







計 13,565 247,946 1,896,112 6,953 134,273 1,083,834 -6,612 -113,673 -812,278 
4.7% 3.0% 0.7% 3.2% 1.8% 0.4% -48.7% -45.8% -42.8% 
4～  9 人 6,817 40,903 251,935 3,063 18,952 123,469 -3,754 -21,951 -128,466 
50.3% 16.5% 13.3% 44.1% 14.1% 11.4% -55.1% -53.7% -51.0% 
10～29 人 4,912 82,583 564,012 2,903 47,233 352,151 -2,009 -35,350 -211,861 
36.2% 33.3% 29.7% 41.8% 35.2% 32.5% -40.9% -42.8% -37.6% 
30～99 人 1,546 78,621 630,827 837 43,469 354,301 -709 -35,152 -276,526 
11.4% 31.7% 33.3% 12.0% 32.4% 32.7% -45.9% -44.7% -43.8% 
100人以上 962 - - 150 24,619 - -812 - - 













これに該当する 5。  
表 2.10 より以下のことが言えよう。まず、製造業計においては、 2002
年に対して 2012 年の製造品出荷額が増えており、増加率が 7.2％になって
いるのに対し、アパレル産業に該当する「外衣・シャツ・下着類・和装製
品、その他の身の回り品」については、合計で 42.8％の減少となっている。
また従業員規模別でみると、製造業全体においては 4～ 9 人の小規模の事
業所数・従業員数・製造品出荷額がそれぞれ 34.6％、 33.6％、 21.7％の減
少になっているに対して、アパレル産業に該当する「外衣・シャツ・下着
類・和装製品、その他の身の回り品」の 4～ 9 人の小規模の事業所数・従
業員数・製造品出荷額の落ち込みがより激しく、それぞれ 55.1％、53.7％、
51.0％の減少になっている。また 10～ 29 人規模および 30～ 99 人規模にお
いても、事業所数・従業員数・製造品出荷額は 2002 年に対して 2012 年が
減少して、その減少幅は製造業全体に比べて極めて大きいことが分かる。
最も特徴的なのは、大規模―ここでは 100 人以上の規模においては、デー
タの欠損値があるため事業所数のみでみると、2002 年に対して 2012 年の
減少幅は 84.4％になっており、最も大きな減少幅となった。2002 年の 962
の事業所が 2012 年には 150 となっており、ほとんど閉鎖されたかあるい
は統合されたものと考えられる。ある意味で、これは日本のアパレル産業
                                                  



















 表 2.11 は卸売業における従業員規模別にそれぞれ事業所数・従業者数・















表 2.11 卸売業従業員規模別事業所数・従業者数・年間商品販売額 
産業分類 従業員規模 
1994 年 2007 年 1994 年から 2007 年までの増減及び増減率 
商店数 従業者数 年間販売額(百











計 429,302 4,581,372 514,316,863 334,799 3,526,306 413,531,671 -94,503 -1,055,066 -100,785,192 
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% -22.0% -23.0% -19.6% 
1～2 人 90,382 158,219 6,595,091
77,225 128,836 6,466,059 -13,157 -29,383 -129,032 
21.1% 3.5% 1.3% 23.1% 3.7% 1.6% -14.6% -18.6% -2.0% 
3～9 人 223,152 1,142,422 73,527,765 169,197 865,822 61,364,319 -53,955 -276,600 -12,163,446 
52.0% 24.9% 14.3% 50.5% 24.6% 14.8% -24.2% -24.2% -16.5% 
10～29 人 89,072 1,406,177 117,024,607 68,348 1,081,469 101,207,387 -20,724 -324,708 -15,817,220 
20.7% 30.7% 22.8% 20.4% 30.7% 24.5% -23.3% -23.1% -13.5% 
30～99 人 23,108 1,116,268 118,818,295 17,355 832,698 97,092,333 -5,753 -283,570 -21,725,962 
5.4% 24.4% 23.1% 5.2% 23.6% 23.5% -24.9% -25.4% -18.3% 
100 人以上  3,588 758,286 198,351,106 2,674 617,481 147,401,573 -914 -140,805 -50,949,533 
0.8% 16.6% 38.6% 0.8% 17.5% 35.6% -25.5% -18.6% -25.7% 
繊維・衣服
等卸売業
計 40,970 470,044 30,460,781 25,061 268,694 16,640,847 -15,909 -201,350 -13,819,934 
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% -38.8% -42.8% -45.4% 
1～2 人 10,359 18,296 714,178
7,400 12,330 394,431 -2,959 -5,966 -319,747 
25.3% 3.9% 2.3% 29.5% 4.6% 2.4% -28.6% -32.6% -44.8% 
3～9 人 20,479 101,944 5,679,462 11,893 59,053 2,584,692 -8,586 -42,891 -3,094,770 
50.0% 21.7% 18.6% 47.5% 22.0% 15.5% -41.9% -42.1% -54.5% 
10～29 人 7,319 116,769 7,860,620 4,236 67,332 3,625,623 -3,083 -49,437 -4,234,997 
17.9% 24.8% 25.8% 16.9% 25.1% 21.8% -42.1% -42.3% -53.9% 
30～99 人 2,283 114,116 7,647,950 1,248 60,771 3,747,262 -1,035 -53,345 -3,900,688 
5.6% 24.3% 25.1% 5.0% 22.6% 22.5% -45.3% -46.7% -51.0% 
100 人以上 530 118,919 8,558,571 284 69,208 6,288,839 -246 -49,711 -2,269,732 
1.3% 25.3% 28.1% 1.1% 25.8% 37.8% -46.4% -41.8% -26.5% 
出所：経済産業省『商業統計』（各年版確報）「第 1 巻産業編(総括表)」（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/index.html） 
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表 2.12 小売業従業員規模別事業所数・従業者数・年間商品販売額 
産業分類 従業員規模 
1994 年 2007 年 1994 年から 2007 年までの増減及び増減率 
商店数 従業者数 年間販売額(百











計 1,499,948 7,384,177 143,325,065 1,137,859 7,579,363 134,705,448 -362,089 195,186 -8,619,617 
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% -24.1% 2.6% -6.0% 
2 人以下 764,772 1,240,019 13,331,874
503,844 795,073 7,250,670 -260,928 -444,946 -6,081,204 
51.0% 16.8% 9.3% 44.3% 10.5% 5.4% -34.1% -35.9% -45.6% 
3～9 人 593,496 2,661,252 49,053,869 454,505 2,161,349 35,903,048 -138,991 -499,903 -13,150,821 
39.6% 36.0% 34.2% 39.9% 28.5% 26.7% -23.4% -18.8% -26.8% 
10～29 人 115,973 1,806,812 35,996,313 146,749 2,300,877 40,219,010 30,776 494,065 4,222,697 
7.7% 24.5% 25.1% 12.9% 30.4% 29.9% 26.5% 27.3% 11.7% 
30～99 人 22,846 1,058,208 21,747,387 28,056 1,383,692 26,760,102 5,210 325,484 5,012,715 
1.5% 14.3% 15.2% 2.5% 18.3% 19.9% 22.8% 30.8% 23.0% 
100 人以上 2,861 617,886 23,195,622
4,705 938,372 24,572,617 1,844 320,486 1,376,995 





計 225,714 788,950 14,269,027 166,732 676,614 10,694,006 -58,982 -112,336 -3,575,021 
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% -26.1% -14.2% -25.1% 
2 人以下 120,102 194,675 2,051,929
79,292 122,435 1,024,176 -40,810 -72,240 -1,027,753 
53.2% 24.7% 14.4% 47.6% 18.1% 9.6% -34.0% -37.1% -50.1% 
3～9 人 97,059 418,002 7,119,801 76,950 353,922 4,943,575 -20,109 -64,080 -2,176,226 
43.0% 53.0% 49.9% 46.2% 52.3% 46.2% -20.7% -15.3% -30.6% 
10～29 人 7,527 105,043 2,308,081 9,524 134,720 2,569,417 1,997 29,677 261,336 
3.3% 13.3% 16.2% 5.7% 19.9% 24.0% 26.5% 28.3% 11.3% 
30～99 人 876 41,493 1,074,779 838 38,753 834,855 -38 -2,740 -239,924 
0.4% 5.3% 7.5% 0.5% 5.7% 7.8% -4.3% -6.6% -22.3% 
100 人以上 150 29,737 1,714,437
128 26,784 1,321,984 -22 -2,953 -392,453 
0.1% 3.8% 12.0% 0.1% 4.0% 12.4% -14.7% -9.9% -22.9% 
出所：経済産業省『商業統計』（各年版確報）「第 1 巻産業編(総括表)」（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/index.html） 
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 従業員規模はそれぞれ 1～ 2 人、 3～ 9 人、 10～ 29 人、 30～ 99 人、 100
人以上と 5 つの規模に分けて比較を試みたところ、すべての規模において
「繊維・衣服等卸売業」は卸計に対して減少幅が大きいことが明らかとな
った。年間販売額でみると、 3～ 9 人、 10～ 29 人、 30～ 99 人の規模では
2007 年の 1994 年に対する増減幅で 54.5％、53.9％、51.0％の落ち込みが
見られる。したがって、 2 分の 1 以下の年間販売額になっていることが分
かる。最も大きい規模 100 人以上の規模において年間販売額は 2007 年の
1994 年に対して増減幅は 26.5%の減少となり、他の規模の分類より小さい。
一方、事業所数に関して 2007 年の 1994 年に対して最も落ち込みの激しい
規模は 100 人以上の規模であり、 46.3％の減少となっている。また 3～ 9
人、 10～ 29 人、 30～ 99 人の規模ではそれぞれ、 41.9%、 42.1%、 45.3%の
落ち込みとなっている。従業員数の 2007 年の 1994 年に対する増減幅は 1
～ 2 人規模以外は 40%以上の減少になっている。 1～ 2 人規模においては、
事業所数または従業員数の減少幅はそれぞれ 28.6%と 32.6%で、他の規模
に比べて小さいが、年間販売額の減少幅は 44.8%に達している。  
 
(3)小売業  
 表 2.12 は小売業における従業員規模別にそれぞれ事業所数・従業者数・
年間販売額について 1994 年と 2007 年を比較したものである。商業統計調
査の小売業におけるアパレル産業に対応する産業分類は「織物・衣服・身
の回り品小売業」である。  
 従業員規模はそれぞれ 2 人以下、 3～ 9 人、 10～ 29 人、 30～ 99 人、 100
人以上と 5 つの規模に分けてそれぞれ事業所数・従業員数・年間販売額に
おける 1994 年と 2007 年との比較をみている。「織物・衣服・身の回り品
小売業」においては唯一増加を見たのが 10～ 29 人規模であり、事業所数、
従業員数、年間販売額の増加幅はそれぞれ 26.5%、28.3%、11.3%になって
いる。残念ながら規模が大きくなるにつれて、増減幅は減少に転じる。 30
～ 99 人の規模においては、事業所数、従業員数、年間販売額それぞれ 4.3%、





年間販売額それぞれ、 34.0%、 37.1%、 50.1%の減少となる。続いて減少幅
が大きいのが 3～ 9 人の規模であり、事業所数、従業員数、年間販売額そ





を持つことが明らかとなった。アパレル産業の製造業は 2007 年の 1991 年
に対する増減幅に関して、すべての規模において減少している。   
一方、卸売業では 2007 年の 1994 年に対する増減幅に関してすべての規
模で減少するが、大規模ほど減少幅が大きいことが分かった。そして、興
味深いことに小売業は、10～ 29 人規模の小売のみ事業所数、従業員数、年
間販売額のすべてにおいて 2007 年の 1994 年に対する増減幅に関して、増
加していることが分かった。つまり小売業においては、従業員数規模に関
して 10～ 29 人規模が最も業績が良いという結果となった。  
 








表 2.13 製品市場別上位企業および市場シェア 
 
出所：矢野経済研究所『マーケットシェア事典』 
注：メンズの上位企業名が 2010 年以上 4 社のみとなったため市場集中度の指標を 4 社集中度（CR4）とした。  
販売高 シェア 販売高 シェア 販売高 シェア 販売高 シェア 販売高 シェア
(百万円) （％） (百万円) （％） (百万円) （％） (百万円) （％） (百万円) （％）
1 樫山 45,386 9.3 樫山 96,800 11.7 オンワード樫山 83,152 4.1 オンワード樫山 60,855 3.7 オンワード樫山 50,804 3.3
2 ｳﾞｧﾝｼﾞｬｹｯﾄ 44,145 9.1 ダーバン 53,300 6.4 ダーバン 46,491 2.3 三陽商会 45,380 2.7 三陽商会 43,330 2.8
3 ジュン 23,084 4.8 三陽商会 29,000 3.5 美濃屋 44,431 2.2 レナウン 42,538 2.6 レナウン 38,537 2.5
4 大賀 21,266 4.4 大賀 21,800 2.6 レナウン 40,068 2 ファイブフォックス 40,806 2.4 ワールド 33,559 2.2
5 ダーバン 20,200 4.2 水甚 18,000 2.2 三陽商会 38,690 1.9 美濃屋 38,606 2.3
業界計 485,730 100.0 830,100 100.0 2,016,000 100.0 1,665,960 100.0 1,528,644 100.0
CR4
1 ｲﾄｷﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ 41,637 3.6 ワールド 135,900 6.7 ｲﾄｷﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ 155,923 4.7 ワールド 172,241 4.5 ワールド 193,768 5.4
2 ﾐｶﾚﾃﾞｨ 32,042 2.8 ｲﾄｷﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ 103,100 5.1 ワールド 136,079 4.1 ｵﾝﾜｰﾄﾞ樫山 123,986 3.2 ｵﾝﾜｰﾄﾞ樫山 162,833 4.5
3 東京ｽﾀｲﾙ 31,386 2.7 東京ｽﾀｲﾙ 59,000 3.0 レナウン 87,843 2.6 イトキングループ 122,574 3.2 TSIホールディングス 130,924 3.7
4 ワールド 27,487 2.4 樫山 57,000 2.8 ｵﾝﾜｰﾄﾞ樫山 75,986 2.3 サンエー・インターナショナル 96,759 2.5 イトキングループ 92,764 2.6
5 レナウン 23,127 2.0 三陽商会 52,600 2.6 山陽商会 73,630 2.2 山陽商会 80,820 2.1 クロスプラス 75,799 2.1
業界計 1,156,100 100.0 2,014,100 100.0 3,322,200 100.0 3,839,400 100.0 3,580,000 100.0
CR4
1 滝本 9,998 23.4 尾崎商事 20,100 15.3 尾崎商事 26,577 19.9 尾崎商事 30,818 27.8 菅公学生服 32,488 29.6
2 尾崎商事 9,416 22.0 滝本 14,000 10.6 明石被服興業 18,494 13.8 トンボ 18,526 16.7 明石被服興業 22,034 20.1
3 テイコク 5,969 13.9 テイコク 11,800 9.0 テイコク 18,021 13.5 明石被服興業 17,215 15.5 トンボ 21,089 19.2
4 丸三 5,892 13.8 明石被服興業 10,700 8.1 瀧本 14,078 10.5 瀧本 11,438 10.3 瀧本 9,810 8.9
5 明石被服興業 5,345 12.5 丸三 9,800 7.4 丸三 9,212 6.9 児島 2,849 2.6 児島 2,912 2.7
業界計 42,800 100.0 131,600 100.0 100.0 110,900 100.0 109,784 100.0
CR4
1 ヤマトシャツ 10,913 13.6 カネタシャツ 16,400 1.3 ﾄﾐﾔｱﾊﾟﾚﾙ 28,036 10.4 ﾄﾐﾔｱﾊﾟﾚﾙ 19,309 10.4 山喜 13,821 8.2
2 カネタシャツ 8,490 10.6 蝶矢シャツ 10,200 0.8 山喜 21,781 8 山喜 15,882 8.5 東京シャツ 12,536 7.4
3 トミヤ 6,000 7.5 ﾔﾏﾄｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 9,400 0.8 CHOYA 18,690 6.9 ﾌﾚｯｸｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 10,820 5.8 ﾌﾚｯｸｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 11,289 6.7
4 山喜ｸﾞﾙｰﾌﾟ 5,973 7.4 フレックス 8,700 0.7 カネタ 18,227 6.7 CHOYA 8,721 4.7 ヤマトインターナショナル 9,620 5.7
5 蝶矢シャツ 5,160 6.4 山喜 8,200 0.7 ﾌﾚｯｸｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 15,096 5.6 ヤマトインターナショナル 7,878 4.2 CHOYA 4,932 2.9
業界計 80,300 100.0 1,233,900 100.0 270,720 100.0 186,035 100.0 169,536 100.0
CR4
1 朝倉商事 6,416 13 菱屋 9,000 17.1 朝倉商事 8,100 9.7 アラ商事 5,298 7.7 クリケット 3,913 7.7
2 アラ商事 4,266 8.7 朝倉商事 8,400 15.9 菱屋 5,819 7.3 ｱﾙﾌﾟｽｶﾜﾑﾗ 4,100 6.0 アラ商事 2,836 5.6
3 ラース 2,798 5.7 アラ商事 3,500 6.6 田中栄光堂 4,800 4.4 クリケット 3,990 5.8 和商 2,177 4.3
4 菱屋 2,620 5.3 田中栄光堂 3,300 6.3 アラ商事 4,527 4.4 和商 3,516 5.1 オックスフォード広島屋 1,911 3.8
5 田中栄光堂 2,400 4.9 ヤングエース 2,900 5.5 クリケット 4,184 4.1 三松商事 3,264 4.7 フェアファックスコレクティブ 1,711 3.4
業界計 49,200 100.0 52,700 100.0 113,400 100.0 69,000 100.0 50,900 100.0
CR4
1 ﾗﾝｸﾞﾗｰｼﾞｬﾊﾟﾝ 12,851 17.1 サンダイヤ 19,500 13.4 エドウィン商事 44,416 9.7 エドウィン商事 32,000 4.4 サンエス 31,422 5.3
2 マルオ被服 11,624 15.5 エドウィン 18,500 12.7 リーバイ・ストラウス・ジャパン 33,617 7.3 リーバイ・ストラウス・ジャパン 29,803 4.1 カイタックインターナショナル 17,800 3.0
3 ボブソン 7,519 10 リーバイ・ストラウス・ジャパン 15,500 10.6 タカヤ商事 20,258 4.4 タカヤ商事 17,921 2.5 タカヤ商事 10,170 1.7
4 サンダイヤ 6,876 9.2 マルオ 12,700 8.7 ボブソン 19,976 4.4 ビッグジョン 13,500 1.9 リーバイ・ストラウスジャパン 9,205 1.6
5 クロダルマ 6,063 8.1 ボブソン 12,500 8.6 ｶｲﾀｯｸｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 18,750 4.1 ボブソン 13,000 1.8 皿海衣料 4,561 0.8
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時系列データを用いて、1975 年から 2013 年までの製品市場別上位企業お
よび市場シェアを見ていくことにする。  
表 2.13 に過去 38 年間の製品市場ごとの上位企業のシェアを示す。  
アパレル産業の製品市場分類は、メンズ・レディース・学生服・布帛シ





壊後 95 年以降のシェアを見ていくと、メンズ及びレディースは上位 4 社
のシェアがほぼ横ばいの状態に維持しているが、布帛シャツ・ネクタイ・
ジーンズは 1975 年では 39.1、 32.7、 51.8 のシェアとなっているものの、
2013 年では布帛シャツ、ネクタイ、ジーンズのシェアはそれぞれ、 28.0、
21.4、 11.6 と大幅の減少になっている。  






図 2.1 上位 4 社集中度（ CR4）時系列推移  
出所：矢野経済研究所『マーケットシェア事典』  
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最も古いデータでも 1999 年までしかさかのぼることができない。  
表 2.14 は、1999 年、2003 年、2007 年および直近の 2011 年の市場規模
の推移をまとめたものである。  
 
表 2.14 アパレル小売および SPA 市場規模  
単位 (億円）  1999 年 2003 年 2007 年 2011 年  
1999～ 2011
増減  




-  98 .9 100.1 101.4  ( -17 .2)




-  103.3 102.7 103.5  (60 .6)
SPA 比率 (%)  27 .9 36.3 45.0 54.0  (26 .1)  
出所：矢野経済研究所『 SPA マーケット総覧』  
注：かっこ内は 1999 年から 2011 年の伸び率（％）。  
 
アパレル総小売は 1999 年においては、 10 兆 9,254 億円の市場規模を持
っていたが、2011 年には 9 兆 502 億円まで減少した。減少額は 1 兆 8,752
億円であり、 1999 年に対して -17.2%になっている。これに対して、 SPA
市場規模は年々に順調に増加している。 1999 年には 3 兆 447 億円の規模
であったが、 2011 年には 4 兆 8,900 億円の規模に増加した。 1999 年に対



























表 2.15 消費支出シェアの推移  
 1 9 7 0  1 9 8 0  1 9 9 0  2 0 0 0  2 0 1 0  2 0 1 4  
1 9 7 0～
2 0 1 4 の
増 減 率  
食 料  3 4 . 1  2 9 . 0 2 5 . 4 2 3 . 3 2 3 . 3 2 4 . 0  - 1 6 . 9
住 居  4 . 9  4 . 6 4 . 8 6 . 6 6 . 3 6 . 2  4 9 . 1
光 熱 ・ 水 道  4 . 4  5 . 7 5 . 5 6 . 8 7 . 5 8 . 2  1 1 8 . 6
家 具 ・ 家 事 用 品  5 . 0  4 . 3 4 . 0 3 . 5 3 . 5 3 . 7  - 1 4 . 1
被 服 及 び 履 物  9 . 5  7 . 9 7 . 4 5 . 1 4 . 0 4 . 1  - 4 8 . 5
保 健 医 療  2 . 7  2 . 5 2 . 9 3 . 6 4 . 3 4 . 4  9 4 . 0
交 通 ・ 通 信  5 . 2  8 . 0 9 . 5 1 1 . 4 1 3 . 4 1 4 . 4  2 2 6 . 1
31 
 
教 育  2 . 7  3 . 6 4 . 7 4 . 4 4 . 1 3 . 8  6 3 . 4
教 養 娯 楽  9 . 0  8 . 5 9 . 7 1 0 . 1 1 1 . 0 1 0 . 0  3 0 . 2
そ の 他 の  
消 費 支 出  2 2 . 6  2 5 . 8 2 6 . 3 2 5 . 3 2 2 . 6 2 1 . 4  1 1 . 4
消 費 支 出 計 (円 )  2 3 9 , 5 5 1  2 9 4 , 0 9 2 3 2 6 , 1 7 8 3 0 9 , 0 9 6 2 9 1 , 0 7 9 2 8 2 , 2 6 5  1 7 . 8
出所：総務省統計局『家計消費状況調査』
（ http: / /www.stat .go. jp/data/ joukyou/ index.htm）  
注：消費者物価指数にて実質化。  
 
1970 年に対して、 2014 年の消費支出が減少したのは、食料品、家具・
家事用品、被服及び履物の３つの項目になる。減少したこの３つの項目で
見てみると、衣服及び履物の消費支出の割合は 1970 年には 9.46%であっ



















図 2.2 家計消費支出時系列変化  
注：消費者物価指数にて実質化後に 1970 年を１とした  
 
 


































その市場シェアの推移と、上位 4 社市場シェア（ CR4）の推移をみてきた。










明らかにするために、『 SPA マーケット総覧』の 1999 年から 2011 年まで
アパレル総小売及び SPA 業態の市場規模を見た。結果、アパレル全体の小
売は -17.2%になっているにも関わらず、SPA の市場規模は 60.6%と大きく
増加していることが明らかとなった。  
最後に、アパレル産業の企業側の側面に対して、消費者側の側面を明ら
かにするために、1970 年から 2014 年までの家計消費支出の状況、つまり
全消費支出に対する各消費支出項目ごとのシェアの推移を見た。結果、ア
パレル商品に対する消費支出は 1970 年に対して 2014 年においては消費支
















対 す る ア ン ケ ー ト 調 査 に よ っ て 得 ら れ た デ ー タ に つ い て み て い く 。 続 く
3.3 節では矢野経済研究所のデータベースである『 SPA マーケット総覧』
より利用されるデータについてみていく。  
 
















































・自主企画製品の成果 (売上・利益など )について  
・自主企画製品の販路と利用する展示会について  
・自主企画製品の海外への販売について  























年 1 月～ 2 月であり、 4,406 社に質問票が郵送され、回収数は 1,211 票、
有効回答数は 1,161 票となっている。（回収率 27.47%、有効回答率 26.4%）  
 調査対象となったアパレル製造業の地理的分布に偏りがないかを確認す
るため、都道府県別に発送数と回収数をみたものが表 3.1 である。  
 
表 3.1 都道府県別の回収率  
都 道 府 県  発 送 数  有 効 回 答 数  有 効 回 答 率  
北 海 道  1 3  3  2 3 . 1 %  
青 森  2 7  1 0  3 7 . 0 %  
岩 手 県  2 1  6  2 8 . 6 %  
宮 城 県  2 3  1 2  5 2 . 2 %  
秋 田 県  5 2  1 8  3 4 . 6 %  
山 形 県  4 4  1 4  3 1 . 8 %  
福 島 県  6 3  2 1  3 3 . 3 %  
茨 城 県  1 4  3  2 1 . 4 %  
栃 木 県  4 7  1 0  2 1 . 3 %  




埼 玉 県  1 0 8  2 3  2 1 . 3 %  
千 葉 県  4 0  1 1  2 7 . 5 %  
東 京 都  1 , 3 2 9  2 6 1  1 9 . 6 %  
神 奈 川 県  4 1  1 1  2 6 . 8 %  
新 潟 県  8 6  3 0  3 4 . 9 %  
富 山 県  1 2  5  4 1 . 7 %  
石 川 県  1 8  8  4 4 . 4 %  
福 井 県  2 1  6  2 8 . 6 %  
山 梨 県  2 9  1 3  4 4 . 8 %  
長 野 県  2 2  8  3 6 . 4 %  
岐 阜 県  4 4 1  1 2 2  2 7 . 7 %  
静 岡 県  1 7  5  2 9 . 4 %  
愛 知 県  2 6 1  7 2  2 7 . 6 %  
三 重 県  2 4  8  3 3 . 3 %  
滋 賀 県  1 0  2  2 0 . 0 %  
京 都 府  8 4  2 2  2 6 . 2 %  
大 阪 府  7 7 7  2 2 6  2 9 . 1 %  
兵 庫 県  8 4  1 7  2 0 . 2 %  
奈 良 県  3 9  8  2 0 . 5 %  
和 歌 山 県  2 1  5  2 3 . 8 %  
鳥 取 県  5  0  0 . 0 %  
島 根 県  1 9  4  2 1 . 1 %  
岡 山 県  1 7 8  5 2  2 9 . 2 %  
広 島 県  1 6 4  5 5  3 3 . 5 %  
山 口 県  8  4  5 0 . 0 %  
徳 島 県  2 4  9  3 7 . 5 %  
香 川 県  1 9  7  3 6 . 8 %  
愛 媛 県  3 4  9  2 6 . 5 %  
高 知 県  2  1  5 0 . 0 %  
福 岡 県  6 3  1 6  2 5 . 4 %  
佐 賀 県  1 4  5  3 5 . 7 %  
長 崎 県  1 5  6  4 0 . 0 %  
熊 本 県  2 6  1 4  5 3 . 8 %  
大 分 県  4  2  5 0 . 0 %  
宮 崎 県  4  2  5 0 . 0 %  
鹿 児 島 県  8  2  2 5 . 0 %  
沖 縄 県  3  0  0 . 0 %  
合 計  4 , 4 0 6  1 , 1 6 1  2 6 . 4 %  
 










ベースは 2011 年版であるが、記載された売上高データは 2009 年 4 月から
2010 年 12 月を決算月としたデータであることが理解される。アパレル企
業特有の事情によるところと考えられるが、決算月は必ずしも 3 月ではな
く夏場の 6 月および 7 月にも集中する傾向がみられる。また、 2010 年 1
月以降の 1 年間の決算月における売上高データを記載した企業が全体の
96％（ 1,112 企業、実際に分析に用いられたデータ内では 95％、886 企業）
であった。  
 
表 3.2 決算年月別企業数  
年月  回収した全サンプル  実証分析のサンプル  
2009 年 4 月  5  5  
2009 年 5 月  6  5  
2009 年 6 月  7  6  
2009 年 7 月  6  4  
2009 年 8 月  7  7  
2009 年 9 月  6  6  
2009 年 10 月  4  4  
2009 年 11 月  1  1  
2009 年 12 月  7  6  
2010 年 1 月  69 56 
2010 年 2 月  82 60 
2010 年 3 月  134 103 
2010 年 4 月  70 62 
2010 年 5 月  82 71 
2010 年 6 月  136 112 
2010 年 7 月  172 130 
2010 年 8 月  96 75 
2010 年 9 月  58 52 




2010 年 11 月  32 26 
2010 年 12 月  147 116 












図 3.1 正社員数規模別企業数  
 
 図 3.1 は正社員数規模別にみた企業数である。図 3.1 より明らかなよう






























正社員のみを考慮するのでは問題がある。（ Urakami and Wu,  2010）アン
ケート調査では「正社員以外の従業員比率」を質問項目として設定してお
り、この変数を正社員規模別にみたものが表 3.3 である。  
 
表 3.3 正社員規模別の正社員以外の従業員比率  
 最小値  中央値  平均値  最大値  標準偏差
10 人まで  0  20  25 .7  98  26 .7  
20 人まで  0  15  20 .2  95  21 .4  
30 人まで  0  10  19 .1  95  22 .4  
40 人まで  0  10  14 .9  60  14 .3  
50 人まで  0  9 .5  13 .8  70  15 .9  
60 人まで  0  18  20 .4  65  16 .7  
70 人まで  0  10  17 .7  86  25 .0  
80 人まで  0  7 .5  10 .3  35  9 .8  
90 人まで  0  1 .75  7 .2  23  9 .3  
90 人以上  1  20  26 .4  95  24 .5  
全体  0  15  22 .4  98  24 .2  
 
 表 3.3 より明らかなように、どの企業規模区分においても正社員以外の









図 3.2 売上高別企業数  
 
 図 3.2 は売上高規模別の企業数を見たものである。 1 億円未満の企業数
は 280 社となっており全体の 25%を占めている。一方、 10 億円以上の売
上高となっている企業数は 176 社であり同 16％となっている。売上高の平































































図 3.4 製造機能分類別企業数  
 
 図 3.4 は、製造機能についてまとめたものである。まず他社から委託さ
れた製造に特化する企業が最も多く 455 社であり、全体の約 40%を占めて
いる。次に、自主企画製品の製造と委託された製造を行う企業が 407 社と
なり、全体の約 35%になっている。さらに自主企画製品の製造に特化する
企業が 150 社で 13％、自主企画製品の企画に特化し製造機能を持たないと



















図 3.5a 過去 3 年間売上  図 3.5b 過去 3 年間利益 図 3.5c  今後の見通し  
 






























3 .2.1 企業パフォーマンス  
 実証研究において企業パフォーマンスの代理変数として用いられる指標
には様々なものがある。近年の Strategic  Management Journal 誌に掲載
された実証分析を行った論文で採用された企業パフォーマンスの変数を見
ていくと、ROA(Return on Asset)（ Martin et  al . ,  2015;  Menz and Scheef ,  
2014;  Wiersema and Zhang,  2011）、 MTB(Market-to-book rat io)（ Menz 
and Scheef ,  2014）、Stock Market  Return（ Hawk et  al . ,  2013）、Net income
（ Lahiri  and Narayanan,  2013 ）、 Number of  patents （ Lahiri  and 
Narayanan,  2013）その他論文の研究テーマによっては市場からの撤退や
市場に存続し続けること（ Arora and Nandkumar,  2012）、あるいはアン
ケ ー ト 調 査 に よ っ て 経 営 者 に 直 接 利 潤 に 対 し て 評 価 し て も ら っ た 指 標
（ Drnevich and Kriauciunas,  2011）を企業パフォーマンスの代理変数と
して採用する先行研究も存在する。また、 Journal  of  Retai l ing 誌に掲載
された Cao and Li(2015)では、小売企業の実証分析を行った先行研究をレ
ビューし、そこでは企業パフォーマンスの指標として売上高（ Sales）、利























本統計量および相関係数を見たものが表 3.4 および 3.5 である。  
 
表 3.4 企業パフォーマンス指標の基本統計量  
サ ン プ ル 数  平 均  標 準 偏 差  最 小  最 大  
売 上 高 （ 千 円 ）  9 3 6  8 9 1 , 1 4 4  4 , 6 1 8 , 7 9 9 5 , 0 0 0  1 1 4 , 0 0 0 , 0 0 0
従 業 員 一 人 当 た り 売
上 高 (千 円 )  
9 3 6  2 7 , 9 0 7  2 9 , 2 2 2  3 3  2 4 6 , 9 8 1  
従 業 員 数 (人 )  9 3 6  5 3  3 2 0  1  9 , 0 0 0  
過 去 3 年 間 の 売 上 高  9 2 7  1 . 5 7 1  0 . 7 1 0  1  3  
過 去 3 年 間 の 利 益  9 2 6  1 . 5 4 5  0 . 6 8 5  1  3  
将 来 の 見 通 し  9 1 6  2 . 1 5 8  0 . 7 5 2  1  3  
 
まず、表 3.4 によると、売上高、従業員一人当たり売上高、従業員数に
おいてサンプル数は 936 であった。売上高の平均値は 8 億 9 千万円、最小
値は 5 百万円、最大値は 1,140 億円であった。従業員一人あたり売上高の
平均値は 2 千 7 百万円、最小値は 3 万 3 千円、最大値は 2 億 4 千 6 百万円








2010 年 1 月以降の 1 年間とした企業が全体の 96％、またアンケート調査
の実施された時点が 2011 年 1～ 2 月である点を踏まえると、この時間のず
れは分析結果に大きく影響するものではないと考えられる。  
次に、過去 3 年間の売上高、過去 3 年間の利益、将来見通しの 3 つの指
標についてみていく。過去 3 年間の売上高と利益の指標は減少していれば
1、維持していれば 2、増加の場合は 3 を回答していただいている。過去 3
年間の売上高の平均値は 1.571 であり、過去 3 年間の利益の平均値は 1.545
であった。つまり、ともに 2 を下回っており過去 3 年間の状況は厳しいと
回答した企業が多数であったことが理解される。これは、図 5a および図
5b の結果と一致している。将来の見通しの指標については、明るいと考え
る場合に 1、維持の場合 2、厳しい場合は 3 を回答いただいている。結果
は、平均値が 2.158 となり、 2 を超えたため依然として厳しい状況は続く




表 3.5 企業パフォーマンス指標の相関係数  
  売 上 高  
一 人 当 た
り 売 上 高  
従 業 員
数  
過 去 3 年 間
の 売 上 高  
過 去 3 年
間 の 利 益  
将 来 見
通 し  
売 上 高 *  1  
一 人 当 た り 売 上 高 *  0 . 4 6 2  1
従 業 員 数 *  0 . 6 1 0  - 0 . 4 2 1 1
過 去 3 年 間 の 売 上 高 0 . 1 0 8  0 . 0 4 7 0 . 0 6 9 1
過 去 3 年 間 の 利 益  0 . 11 2  0 . 0 7 7 0 . 0 4 6 0 . 6 9 7 1  
将 来 見 通 し  - 0 . 1 9 3  - 0 . 0 4 3 - 0 . 1 6 0 - 0 . 3 2 2 - 0 . 3 3 1  1










































表 3.6 都道府県別自主企画機能および直営店保有比率  
都 道 府 県  有 効 回 答数  
自 主 企 画  
企 業 数 ( a )  
自 主 企 画
企 業 比 率  
直 営 店
企 業 数 ( b )
直 営 店
企 業 比 率  
( a )か つ
( b )  
( a )か つ
( b )比 率  
北 海 道  3  2  6 6 . 7 %  1  3 3 . 3 %  1  3 3 . 3 %  
青 森  1 0  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  
岩 手 県  6  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  
宮 城 県  1 2  5  4 1 . 7 %  2  1 6 . 7 %  2  1 6 . 7 %  
秋 田 県  1 8  3  1 6 . 7 %  2  11 . 1 %  2  11 . 1 %  
山 形 県  1 4  2  1 4 . 3 %  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  
福 島 県  2 1  6  2 8 . 6 %  3  1 4 . 3 %  3  1 4 . 3 %  
茨 城 県  3  2  6 6 . 7 %  2  6 6 . 7 %  2  6 6 . 7 %  
栃 木 県  1 0  4  4 0 . 0 %  2  2 0 . 0 %  2  2 0 . 0 %  
群 馬 県  1 3  5  3 8 . 5 %  2  1 5 . 4 %  2  1 5 . 4 %  
埼 玉 県  2 3  9  3 9 . 1 %  2  8 . 7 %  2  8 . 7 %  
千 葉 県  1 1  4  3 6 . 4 %  2  1 8 . 2 %  1  9 . 1 %  
東 京 都  2 6 1  1 3 6  5 2 . 1 %  5 6  2 1 . 5 %  4 2  1 6 . 1 %  
神 奈 川 県  1 1  7  6 3 . 6 %  5  4 5 . 5 %  4  3 6 . 4 %  
新 潟 県  3 0  5  1 6 . 7 %  2  6 . 7 %  2  6 . 7 %  
富 山 県  5  2  4 0 . 0 %  1  2 0 . 0 %  0  0 . 0 %  
石 川 県  8  4  5 0 . 0 %  1  1 2 . 5 %  1  1 2 . 5 %  
福 井 県  6  2  3 3 . 3 %  1  1 6 . 7 %  1  1 6 . 7 %  
山 梨 県  1 3  8  6 1 . 5 %  2  1 5 . 4 %  2  1 5 . 4 %  
長 野 県  8  5  6 2 . 5 %  2  2 5 . 0 %  2  2 5 . 0 %  
岐 阜 県  1 2 2  7 4  6 0 . 7 %  1 7  1 3 . 9 %  11  9 . 0 %  
静 岡 県  5  2  4 0 . 0 %  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  
愛 知 県  7 2  3 4  4 7 . 2 %  1 3  1 8 . 1 %  7  9 . 7 %  
三 重 県  8  4  5 0 . 0 %  1  1 2 . 5 %  1  1 2 . 5 %  
滋 賀 県  2  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  
京 都 府  2 2  1 4  6 3 . 6 %  5  2 2 . 7 %  5  2 2 . 7 %  
大 阪 府  2 2 6  11 2  4 9 . 6 %  3 1  1 3 . 7 %  1 9  8 . 4 %  
兵 庫 県  1 7  6  3 5 . 3 %  1  5 . 9 %  0  0 . 0 %  
奈 良 県  8  4  5 0 . 0 %  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  
和 歌 山 県  5  1  2 0 . 0 %  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  
鳥 取 県  0  0  -  0  -  0  -  
島 根 県  4  2  5 0 . 0 %  1  2 5 . 0 %  1  2 5 . 0 %  
岡 山 県  5 2  2 4  4 6 . 2 %  9  1 7 . 3 %  8  1 5 . 4 %  
広 島 県  5 5  3 1  5 6 . 4 %  6  1 0 . 9 %  5  9 . 1 %  
山 口 県  4  2  5 0 . 0 %  1  2 5 . 0 %  1  2 5 . 0 %  
徳 島 県  9  2  2 2 . 2 %  1  11 . 1 %  1  11 . 1 %  
香 川 県  7  3  4 2 . 9 %  2  2 8 . 6 %  1  1 4 . 3 %  
愛 媛 県  9  3  3 3 . 3 %  2  2 2 . 2 %  2  2 2 . 2 %  
高 知 県  1  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  
福 岡 県  1 6  1 3  8 1 . 3 %  5  3 1 . 3 %  5  3 1 . 3 %  
佐 賀 県  5  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  
長 崎 県  6  1  1 6 . 7 %  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  
熊 本 県  1 4  1  7 . 1 %  1  7 . 1 %  1  7 . 1 %  
大 分 県  2  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  
宮 崎 県  2  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  
鹿 児 島 県  2  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  0  0 . 0 %  
沖 縄 県  0  0  -  0  -  0  -  
合 計  1 , 1 6 1 *  5 4 4  4 6 . 9 %  1 8 4  1 5 . 8 %  1 3 9  1 2 . 0 %  





















表 3.7 自主企画比率および自社内製造比率別企業数  
比率  
企業数  
自主企画  自社内製造  
欠損値  422 443 
0%～ 10％未満  83 121 
10%～ 20％未満  41 38 
20%～ 30％未満  31 23 
30%～ 40％未満  34 25 
40%～ 50％未満  14 10 
50%～ 60％未満  24 22 
60%～ 70％未満  27 28 
70%～ 80％未満  27 22 




90%～ 100％未満  108 38 
100％  70 135 
合計  936 936 
 
 表 3.7 は自主企画比率および自社内製造比率別企業数をまとめたもので
ある。ここでは自主企画比率についてみていくが、まず自主企画比率を回
答していない企業（欠損値）が 422 社あり、これがサンプル全体の 45.1％
を占めている。自主企画機能を保有する企業では、自主企画比率が 90％～
100％未満で企業数が最も多く、 108 社であった。続いて 10％未満で 83
社、そして自主企画比率 100％の企業数が 70 社であった。自主企画機能を





図 3.6 自主企画比率と売上高（対数）の散布図  
 
 図 3.6 は、自主企画比率と売上高の散布図をみたものである。縦軸の売
上高は、ばらつきの大きさをコントロールするために対数を取っている。
図より明らかなように、自主企画比率の大小に関係なく売上高は均等に分






















 先の表 3.7 に示されているように、まず、自社内製造比率を回答してい
ない企業（欠損値）が 443 社であり、サンプル全体の 47.3％であった。自
社内で製造を行っている企業のうち、自社内製造比率が 10％未満のものが
121 社となっており、つまりこの企業はほとんどが外注していることにな





図 3.7 自社内製造比率と売上高（対数）の散布図  
 
 図 3.7 は、自社内製造比率と売上高の散布図をみたものである。縦軸の




























表 3.8 販路別売上高の基本統計量（単位：千円） 
  企業数 平均 標準偏差 最小 最大 分位点 25% 50% 75% 
小売 405 1,389,300 6,627,311 12,000 114,231,000 156,981 335,500 860,600 
卸 337 775,112 1,637,074 17,000 19,359,666 150,000 320,000 755,886 
直営店 136 2,888,433 11,200,000 21,000 114,231,000 200,000 433,614 1,508,172 
セールスレップ 24 763,155 878,037 31,452 3,399,000 180,000 359,500 1,052,723 
インターネット 159 2,208,238 10,200,000 20,000 114,231,000 200,000 415,000 1,180,000 
テレビ 22 9,945,739 26,300,000 24,000 114,231,000 458,200 1,220,578 2,015,410 
カタログ 87 1,218,225 3,503,900 20,000 30,300,000 193,047 394,500 981,184 










っ て 最 も 利 用 さ れ て い る 販 路 は 小 売 で あ り 、 企 業 数 は 936 社 中 405 社
（ 43.3%）になっている。続いて販路として多く利用されているのは卸で
あり、 337 社（ 36.0%）が卸と取引をしていると回答している。これらに




る企業数が少ない（ 22 社）上に売上高の最大値が 1,142 億円となっている
ため、特定の企業の売上高が平均値を押し上げていると考えられる。これ









の場合 25%分位点でともに 1.5 億円程度であり、 50%分位点ではそれぞれ
































3 .2.5 その他の変数  
 最後に、後の実証分析で利用される変数に関連して、外部経営資源の活















自主企画機能を保有 直営店を保有  
自主企画機能およ
び直営店を保有  




自主企画機能を保有 直営店を保有  
自主企画機能およ
び直営店を保有  
171  130 106 104 
 
 表 3.9 より明らかなように、外部コンサルタントを活用している企業は
75 社であった。そのうち、自主企画機能を保有している企業数は 47 社
（ 62.7%）、直営店を保有している企業数は 37 社（ 49.3%）、自主企画機能
を持ちかつ直営店を展開している企業は 36 社（ 48%）であった。  
 一方、外部デザイナーの活用している企業数は 171 社であった。そのう
ち、自主企画機能を保有している企業は 130 社（ 76.0%）で、直営店を展
開している企業数は 106 社（ 62.0%）であった。また、自主企画機能を持


















自主企画機能を保有 直営店を保有  
自主企画機能および
直営店を保有  




自主企画機能を保有 直営店を保有  
自主企画機能および
直営店を保有  




自主企画機能を保有 直営店を保有  
自主企画機能および
直営店を保有  




自主企画機能を保有 直営店を保有  
自主企画機能および
直営店を保有  
367  265 214 209 
 
 まず、都市での通行人のファッション観察を行うと回答した企業は 347
社であった。そのうち、自主企画機能を持つ企業は 246 社（ 70.9%）、直営
店を保有している企業は 208 社（ 59.9%）、自主企画機能および直営店を同





は全体で 243 社であった。そのうち、自主企画機能を持つ企業は 146 社
（ 60.1%）、直営店を保有している企業は 119 社（ 49.0%）、自主企画機能
および直営店を保有している企業数は 115 社（ 47.3%）となった。  
そして、雑誌社等メディアとの定期的な懇談を行っていると回答した企
業は最も少なく 103 社であった。そのうち、自主企画機能を持っている企
業は 86 社（ 83.5%）、直営店を保有している企業は 77 社（ 74.8%）、自主
企画機能および直営店を保有している企業数は 75 社（ 72.8%）となった。 
最後に、顧客との直接的な対話やアンケートを行っていると回答した企
業は、最も多くの企業が採用している情報入手の方法であり、企業数は 367
社であった。そのうち、自主企画機能を持っている企業は 265 社（ 72.2%）、
直営店を保有している企業は 214 社（ 58.3%）、自主企画機能および直営店
を保有している企業は 209 社（ 56.9%）であった。  
 
3 .3 『 SPA マーケット総覧』のデータの概要  
 本節では、第 6 章における分析で用いられるデータベースである『 SPA
マーケット総覧』について、そのデータの概要を説明する。『 SPA マーケ
ット総覧』は矢野経済研究所が 2007 年から出版しているデータベースで
ある。原則的に毎年出版されているが、 2012・ 2013 年のみ合併号となっ
ており、最新版は 2014 年版であるが、本研究では入手した 2 か年のデー
タベース（ 2009 年版および 2012／ 13 年版）を活用する。  

















表 3.11 基本統計量  
データ  
2009 年データベース  2012/13 年データベース  
n 平均  標 準 偏 差 最小 最大 n 平均 標 準 偏 差  最小  最大
2 0 0 1 年 売 上 高  2 2 5 , 5 3 0  2 8 , 3 8 4 5 , 4 5 9 4 5 , 6 0 0 -  -  -  -  -  
2 0 0 2 年 売 上 高  4 1 3 7 , 8 7 8  6 4 , 2 5 4 6 0 0 2 6 3 , 3 9 8 -  -  -  -  -  
2 0 0 3 年 売 上 高  1 8 7 1 7 , 8 7 7  3 6 , 4 1 4 2 0 0 2 6 7 , 7 4 5 9 2 9 , 5 4 6 5 3 , 3 8 0  1 , 9 0 0  1 6 7 , 6 5 2
2 0 0 4 年 売 上 高  2 0 0 1 8 , 7 6 2  3 6 , 6 4 6 5 9 0 2 7 1 , 2 7 3 1 8 3 6 , 6 4 7 4 9 , 3 5 1  1 1 0  1 6 7 , 9 9 8
2 0 0 5 年 売 上 高  2 0 2 1 8 , 4 6 5  3 7 , 0 6 3 3 6 3 2 8 3 , 1 1 0 3 2 4 5 , 4 3 8 6 5 , 8 1 8  1 0 5  2 7 0 , 8 7 2
2 0 0 6 年 売 上 高  2 0 5 1 9 , 0 7 8  4 0 , 8 1 6 5 6 9 3 1 8 , 6 9 0 1 0 5 1 9 , 3 2 5 4 3 , 9 9 8  5 9  3 0 8 , 2 1 1
2 0 0 7 年 売 上 高  1 7 3 2 1 , 3 0 3  4 2 , 9 8 7 9 9 1 3 3 0 , 9 9 6 1 9 1 1 8 , 2 6 6 3 5 , 7 1 2  9 5  3 3 0 , 9 9 6
2 0 0 8 年 売 上 高  1 4 6 2 , 7 4 4  7 0 , 4 8 1 2 , 6 1 0 2 6 1 , 0 0 5 1 8 7 1 6 , 9 5 9 3 3 , 0 3 0  9 3  3 1 3 , 4 6 1
2 0 0 9 年 売 上 高  -  -  -  -  -  1 8 4 1 5 , 6 0 2 2 9 , 8 3 6  5 0 0  2 8 5 , 8 8 0
2 0 1 0 年 売 上 高  -  -  -  -  -  1 7 9 1 5 , 6 9 7 2 9 , 5 9 7  4 8 0  2 7 6 , 2 6 8
2 0 1 1 年 売 上 高  -  -  -  -  -  1 0 0 2 1 , 2 7 7 3 8 , 0 8 7  3 9 0  2 9 5 , 8 6 1
2 0 0 1 年 当 期 利 益  2 1 , 5 2 3  1 , 6 5 9 3 5 0 2 , 6 9 6 -  -  -  -  -  
2 0 0 2 年 当 期 利 益  3 6 1 , 6 0 0  2 , 5 8 6 1 9 , 0 8 5 -  -  -  -  -  
2 0 0 3 年 当 期 利 益  1 5 6 5 0 7  2 , 0 9 7 - 1 6 , 3 6 8 1 3 , 0 5 3 7 1 , 4 3 4 2 , 8 8 1  3 0  7 , 8 0 1
2 0 0 4 年 当 期 利 益  1 7 0 4 2 8  1 , 8 3 3 - 6 , 3 7 4 1 0 , 2 5 6 1 4 1 , 2 2 1 2 , 3 6 2  - 2 , 2 9 6  8 , 0 0 9
2 0 0 5 年 当 期 利 益  1 7 8 4 9 8  1 , 9 6 5 - 8 , 7 0 0 1 5 , 3 0 7 2 8 1 , 4 0 1 3 , 9 7 7  - 8 , 7 0 0  1 5 , 3 0 7
2 0 0 6 年 当 期 利 益  1 7 4 4 7 8  2 , 0 4 8 - 1 5 , 9 9 9 1 1 , 4 3 8 9 0 3 9 2 2 , 2 2 3  - 1 5 , 9 9 9  7 , 6 4 1
2 0 0 7 年 当 期 利 益  1 3 9 2 6 3  1 , 7 8 9 - 8 , 0 8 7 1 2 , 2 1 3 1 6 0 2 4 6 1 , 6 6 6  - 8 , 7 4 4  9 , 9 3 3
2 0 0 8 年 当 期 利 益  1 2 - 2 , 6 7 8  8 , 9 9 2 - 3 0 , 8 9 5 1 , 7 0 0 1 5 2 - 2 3 1 3 , 0 2 8  - 3 0 , 1 1 8  5 , 1 9 4
2 0 0 9 年 当 期 利 益  -  -  -  -  -  1 5 2 1 4 5 1 , 1 4 6  - 4 , 9 1 4  6 , 6 1 3
2 0 1 0 年 当 期 利 益  -  -  -  -  -  1 4 0 7 6 1 , 3 1 7  - 1 1 , 4 7 3  3 , 4 3 2
2 0 1 1 年 当 期 利 益  -  -  -  -  -  7 9 3 8 6 8 2 5  - 1 , 4 8 7  4 , 0 4 0
従 業 員 数  2 0 4 6 0 1  1 , 2 6 6 1 0 1 1 , 2 0 3 1 9 8 5 8 7 1 , 1 7 4  3  8 , 9 8 9







直 営 店  1 5 0 4 9 . 6  3 3 . 6 0 1 0 0 1 4 8 5 1 . 6 3 2 . 9  0  1 0 0
専 門 店  1 5 0 7 . 9  1 8 . 7 0 8 5 . 0 1 4 8 1 9 . 9 2 3 . 2  0  9 4 . 0
百 貨 店  1 4 9 1 9 . 9  2 2 . 6 0 9 4 . 0 1 4 8 1 1 . 1 1 9 . 6  0  8 5 . 0
量 販 店  1 4 9 1 0 . 3  1 8 . 8 0 7 6 . 0 1 4 8 5 . 6 1 4 . 4  0  7 0 . 0
そ の 他  1 4 9 4 . 8  1 0 . 4 0 7 4 . 0 1 4 8 6 . 3 1 2 . 4  0  8 0 . 0
店 舗 数  7 0 1 0 4  2 2 5 6 1 , 4 1 1 6 8 7 3 7 4  5  3 2 3
構成




レ デ ィ ス  1 5 1 6 5 . 9  3 4 . 9 0 1 0 0 1 5 7 6 4 . 5 3 7 . 3  0  1 0 0
キ ッ ズ  1 5 1 6 . 8  2 1 . 1 0 1 0 0 1 5 7 7 . 3 2 3 . 7  0  1 0 0
そ の 他  1 5 1 9 . 6  1 4 . 7 0 1 0 0 1 5 7 9 . 8 1 3 . 5  0  6 7 . 3
注： n は標本数  
 
売上高および当期利益については、2009 年データベースでは 2001 年か
ら 2008 年までの 8 年分のデータが掲載されているが、欠損値が存在する
た め に 観 測 値 数 が 年 に よ っ て ば ら つ き が あ り 、 最 も 観 測 値 数 が 多 い の は
2006 年のデータとなっている。このため、本研究の後の分析では 2009 年
デ ー タ ベ ー ス の 売 上 高 と し て 2006 年 の デ ー タ を 使 用 す る こ と に し た 。
（ 2006 年と 2007 年の売上高データの相関は 0.996 であったため、より観
測値の多い 2006 年を採用した。） 2006 年の売上高の平均は 1,907 万 8 千
円、最小は 56 万 9 千円、最大は 3 億 1,869 万円であった。一方、当期利
益の 2006 年の観測値数は売上高のデータより少なく 174 となった。（当期
利益の 2006 年と 2007 年の相関は 0.474 であった。）平均は 47 万 8 千円、
最小は -1 ,599 万 9 千円、最大は 1,143 万 8 千円となった。一方、 2012/13
年データベースについては、2003 年から 2011 年の 9 年分の売上高および
当期利益のデータがある。2012/13 年データベースについては、2009 年デ
ータベースとの間隔が 4 年であるため、売上高および当期利益のデータに
ついては、 2010 年を用いることにした。売上高の観測値数は 179 で、平
均は 1,569 万 7 千円、最小は 48 万円で、最大は 2 億 7,626 万 8 千円とな
っている。当期利益については、 2010 年の観測値数は 140 社であり、平
均は 7 万 6 千円、最小は -1 ,147 万 3 千円で、最大は 343 万 2 千円であった。
以上、売上高と当期利益について 2006 年と 2010 年を比較してみると、と
もに減少していることが分かる。  
次に従業員数についてみると、2009 年データベースでの観測値数は 204、








とえばパート数は 2009 年データベースでの観測値数は 110、2012/13 年デ
ータベースでの観測値数は 114 であり、店舗数をみると、 2009 年データ




販店とその他に分けられている。観測値数は 2009 年データベースで 149
もしくは 150、 2012/13 年データベースで 148 であり、分析に用いること











3 .3.1 売上高および当期利益  
 売上高および当期利益の経年変化をみるために、各データベース（ 2009







図 3.8 売上高と当期利益の経年変化（ 2009 年データベース）  
 
 図 3.8 より明らかなように、 2009 年データベースの経年変化をみると、
2001 年、2002 年、2008 年において大きな変化がみられる。しかし、先の























































 同じように、2012/13 年データベースでも、2003 年、2004 年、2005 年、





3 .3.2 販路および商品構成の経年変化  
 次に、販路および商品構成について分位点（ 25%、 50%、 75%）に着目




表 3.12 販路・商品構成の経年変化  
説明  デ ー タ ベ ー ス n 平均
分位点  





1 5 0  4 9 . 6 1 5 . 0 5 1 . 8  8 0 . 0
専門店  1 5 0  7 . 9 0 . 0 0 . 0  3 . 0
百貨店  1 4 9  1 9 . 9 0 . 0 1 1 . 8  3 3 . 0
量販店  1 4 9  1 0 . 3 0 . 0 0 . 0  1 4 . 0
その他  1 4 9  4 . 8 0 . 0 0 . 0  5 . 4
商品構成（％）
メンズ  1 5 1  1 6 . 3 0 . 0 0 . 0  2 0 . 0
レディス  1 5 1  6 5 . 9 4 5 . 0 8 0 . 0  9 5 . 0
キッズ  1 5 1  6 . 8 0 . 0 0 . 0  0 . 0





1 4 8  5 1 . 6 2 0 . 0 5 7 . 0  8 0 . 0
専門店  1 4 8  1 9 . 9 0 . 0 1 1 . 4  3 0 . 0
百貨店  1 4 8  1 1 . 1 0 . 0 0 . 0  1 5 . 0
量販店  1 4 8  5 . 6 0 . 0 0 . 0  0 . 0







メンズ  1 5 7  1 6 . 3 0 . 0 0 . 0  1 5 . 0
レディス  1 5 7  6 4 . 5 3 5 . 0 8 0 . 0  9 5 . 0
キッズ  1 5 7  7 . 3 0 . 0 0 . 0  0 . 0
その他  1 5 7  9 . 8 0 . 0 5 . 0  1 5 . 0
 
 まず、販路の割合について 2009 年データベースから 2012/13 年データ
ベースへの変化をみてみる。まず、直営店については平均値において 49.6
から 51.6 と微増しており、それは 25%の分位点において 2009 年のデータ
ベースでは 15.0 であるものが、2012/13 年データベースでは 20.0、50%の
分位点においても 51.8 から 57.0 へ増加しており、つまりより多くの企業
が直営店の割合を増加させたことを表している。専門店についてみてみる
と、平均値で 7.9 から 19.9 へ大きく増加している。このことは、分位点




れた。つまり、平均値で 19.9 から 11.1 へと減少し、 50%分位点では 11.8
から 0.0、75%では 33.0 から 15.0 へと大きく減少している。つまり、百貨
店の販路から撤退した企業が多く存在することが示された。さらに、量販
店についても同じような傾向がみられる。平均値で 10.3 から 5.6 へと減少













いてみてみることにした。その関係を示したものが表 3.13 である。  
 
表 3.13 直営店割合の変化（増加・維持・減少）と商品構成の変化  
企 業 番 号  直 営 店 変 化  メ ン ズ  レ デ ィ ス  キ ッ ズ  そ の 他  
2  増 加  0  5  0  - 5  
6  増 加  - 1 0  1 0  0  0  
1 8  増 加  0  - 5  0  5  
2 2  増 加  - 1 5  1 5  0  0  
2 5  増 加  0  2 5  0  - 2 5  
2 6  増 加  - 1 0 0  9 8  2  0  
3 3  増 加  0  1 0  0  - 1 0  
3 8  増 加  0  - 1 0 0  1 0 0  0  
4 1  増 加  8  - 8  0  0  
4 4  増 加  0  1 5  0  - 1 5  
4 9  増 加  0  - 5  0  5  
5 1  増 加  - 4 5  2 0  2 0  5  
5 3  増 加  - 2 0  - 6 0  1 0 0  - 2 0  
5 5  増 加  0  - 5  0  5  
5 8  増 加  9 0  - 6 9  0  - 2 1  
5 9  増 加  2 0  - 4 0  0  2 0  
6 0  増 加  7 8  - 9 0  5 . 1  6 . 9  
6 8  増 加  - 8 . 8  1 8 . 8  0  - 1 0  
6 9  増 加  8 7 . 6  - 8 7 . 6  0  0  
7 1  増 加  0  - 1 5  0  1 5  
7 2  増 加  - 2 0  2 0  0  0  
7  減 少  0  - 2 0  0  2 0  
1 4  減 少  0  1 5  0  - 1 5  
2 7  減 少  1 0  - 3 0  0  2 0  
2 9  減 少  - 1 0  1 0  0  0  
3 1  減 少  1 0  - 1 0  0  0  
3 4  減 少  - 1 0  1 0  0  0  
3 9  減 少  6 . 1  - 2 7 . 9  0  2 1 . 8  
4 7  減 少  - 1 5  4 0  0  - 2 5  
8 5  減 少  0  6 5  - 6 0  - 5  
1 0 9  減 少  - 4 7  - 4 1  9 2  - 4  
11 0  減 少  7 0  - 5 5  0  - 1 5  
11 5  減 少  - 3 0  3 0  0  0  
1 2 1  減 少  0  1 0  0  - 1 0  
1 3 1  減 少  1 0  - 3 0  0  2 0  
1 3 5  減 少  5 0  5 0  - 9 0  - 1 0  
1 5 6  減 少  9 8 . 7  0  - 7 0  - 2 8 . 7  
1 6 4  減 少  - 6 4  6 9 . 8  0  - 5 . 8  
1 6 6  減 少  - 5  1 2  0  - 7  
1 7 3  減 少  - 8 4 . 7  2 7 . 9  8  4 8 . 8  
1 8 2  減 少  0  1  0  - 1  




9  維 持  0  2  0  - 2  
4 3  維 持  - 4 0  5 0  0  - 1 0  
5 6  維 持  2 . 4  0  0  - 2 . 4  
6 2  維 持  0  - 1  0  1  
1 5 9  維 持  - 2 5  - 7 5  1 0 0  0  
1 9 8  維 持  - 2 8  5 5  - 1 7  - 1 0  











第 4 章  アパレル製造業のパフォーマンスに関する実証分析  
 




















ア パ レ ル 産 業 は 消 費 者 の 側 面 に お い て も 非 常 に 特 徴 的 と さ れ て い る 。
Christopher et  al . (2004)は フ ァッ ショ ンア パレ ル市 場の 特徴 とし て以 下
の 4 点を指摘している。①短ライフ・サイクル (Short  l i fe -cycle )：商品の
寿命が数週間、数か月と非常に短いうえに季節性がある、②不安定性 (High 
volat i l i ty) ： 流 行 や 天 候 に 左 右 さ れ や す い 、 ③ 予 測 困 難 性 (Low 





























このような中で、2006 年に小宮、浦上、猪口の 3 氏によってアパレル卸
企業に対するアンケート調査が行われ実証分析を行った論文が発表されて
いる (浦上他、 2008； Urakami et  al . ,  2009； Urakami and Wu, 2010)。そ
の後、2011 年に小宮、浦上、猪口、金の 4 氏によって日本および韓国のア
パレル製造業に対しアンケート調査が行われ、この調査のデータを用いた

















4 .2 日本アパレル産業の特徴  















を明らかにするために、工業統計表より 1988 年から 2010 年までの事業者
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数及び製造品出荷額等の時系列変化をみた。（図 4.1 及び図 4.2 参照 6）  
 
 













フは 1988 年を 1 として基準化しているが、乳幼児については 1994 年以前














































図 4.2 製造品出荷額等経年変化（ 1988=1）  
出所：工業統計（ GDP デフレーターにより実質化）  
 




「日本の繊維産業の製造品出荷額はピーク時の 3 分の 1 程度まで減少。
国 内 総 生 産 ・ 就 業 者 と も 、 経 済 全 体 に 占 め る 割 合 は 低 下 の 一 途 。」「 2008
年の繊維工業出荷額の全製造業出荷額に占める割合はわずか 1.4%にすぎ
























































いるが、本研究ではより直近の状況を見るために表 4.1 を作成した。  
 
表 4.1 従業員規模別事業所数・従業者数  
  繊 維 工 業  外 衣 ・ シ ャ ツ 製 造 業  そ の 他 の 繊 維 製 品 製
造 業  
従 業 員 規 模  事 業 所 数  従 業 者 数  事 業 所 数  従 業 者 数  事 業 所 数  従 業 者 数  
合 計  4 7 , 8 9 0  2 8 9 , 1 0 9  1 7 , 2 6 3  1 7 8 , 7 4 1  1 0 , 4 4 9  8 1 , 4 8 5  
   1～ 4  3 2 , 5 3 1  7 1 , 8 8 9  9 , 2 9 3  2 1 , 2 8 8  6 , 4 0 5  1 4 , 9 4 1  
   5   ～      9  8 , 4 9 1  5 5 , 5 11  3 , 4 8 6  2 3 , 1 7 5  2 , 1 6 1  1 4 , 11 5  
  1 0   ～     1 9  4 , 4 1 8  5 7 , 9 7 9  2 , 5 2 0  3 3 , 3 0 7  1 , 11 7  1 4 , 8 1 7  
  2 0   ～     2 9  1 , 1 5 6  2 7 , 3 4 4  7 6 6  1 8 , 1 4 8  3 2 3  7 , 7 4 0  
  3 0   ～     4 9  7 4 4  2 7 , 6 1 3  5 7 9  2 1 , 7 1 3  2 2 0  8 , 2 7 8  
  5 0   ～     9 9  4 11  2 6 , 9 3 3  4 2 8  2 8 , 4 0 2  1 5 1  1 0 , 4 7 4  
 1 0 0   ～    1 9 9  1 0 8  1 3 , 8 8 2  1 4 7  1 9 , 1 5 9  5 6  7 , 2 6 3  
 2 0 0   ～    2 9 9  1 8  4 , 2 6 3  2 8  6 , 5 7 7  9  2 , 1 9 6  
 3 0 0   ～    4 9 9  5  1 , 9 8 1  1 0  3 , 7 0 9  2  7 6 7  
 5 0 0   ～    9 9 9  2  1 , 7 1 4  2  1 , 5 2 5  1  8 9 4  
1 , 0 0 0 人 以 上  -  -  1  1 , 7 3 8  -  -  
5 人 以 下  3 5 , 2 0 0  8 5 , 2 3 4  1 0 , 2 9 4  2 6 , 2 9 3  7 , 0 7 4  1 8 , 2 8 6  
2 0 人 以 下  4 5 , 6 3 2  1 8 9 , 2 1 9  1 5 , 4 2 3  8 0 , 2 5 0  9 , 7 3 7  4 4 , 9 5 3  
      （ 割 合 ）  
   1   ～      4  6 7 . 9 %  2 4 . 9 %  5 3 . 8 %  11 . 9 %  6 1 . 3 %  1 8 . 3 %  
   5   ～      9  1 7 . 7 %  1 9 . 2 %  2 0 . 2 %  1 3 . 0 %  2 0 . 7 %  1 7 . 3 %  
  1 0   ～     1 9  9 . 2 %  2 0 . 1 %  1 4 . 6 %  1 8 . 6 %  1 0 . 7 %  1 8 . 2 %  
  2 0   ～     2 9  2 . 4 %  9 . 5 %  4 . 4 %  1 0 . 2 %  3 . 1 %  9 . 5 %  
  3 0   ～     4 9  1 . 6 %  9 . 6 %  3 . 4 %  1 2 . 1 %  2 . 1 %  1 0 . 2 %  
  5 0   ～     9 9  0 . 9 %  9 . 3 %  2 . 5 %  1 5 . 9 %  1 . 4 %  1 2 . 9 %  
 1 0 0   ～    1 9 9  0 . 2 %  4 . 8 %  0 . 9 %  1 0 . 7 %  0 . 5 %  8 . 9 %  
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 2 0 0   ～    2 9 9  0 . 0 %  1 . 5 %  0 . 2 %  3 . 7 %  0 . 1 %  2 . 7 %  
 3 0 0   ～    4 9 9  0 . 0 %  0 . 7 %  0 . 1 %  2 . 1 %  0 . 0 %  0 . 9 %  
 5 0 0   ～    9 9 9  0 . 0 %  0 . 6 %  0 . 0 %  0 . 9 %  0 . 0 %  1 . 1 %  
1 , 0 0 0 人 以 上  -  -  0 . 0 %  1 . 0 %  -  -  
5 人 以 下  7 3 . 5 %  2 9 . 5 %  5 9 . 6 %  1 4 . 7 %  6 7 . 7 %  2 2 . 4 %  
2 0 人 以 下  9 5 . 3 %  6 5 . 4 %  8 9 . 3 %  4 4 . 9 %  9 3 . 2 %  5 5 . 2 %  
出 所 ： 総 務 省 統 計 局 「 平 成 21 年 経 済 セ ン サ ス 」  
 
表 4.1 は従業員規模別の事業所数及び従業者数を示しており、上段が実









4 .2.3 競争の激化  










                                                  













に、Christopher  et  al . (2004)はファッションアパレル市場の特徴を①短ラ
イフ・サイクル (Short  l i fe -cycle )、②不安定性 (High volat i l i ty)、③予測困






い 需 要 に 対 応 す べ き こ と 。（ Boone et  al . ,  2007;  Yeung et  al . ,  2007;  




用しているのである。」 8と指摘されている。  
 
4 .2.5 創・工・商（企画・製造・販売）  




                                                  
8  プロパー消化率とは、生産した商品が最初に設定した価格で売れた比率





















































4 .3.1 商品企画に関する研究  






























ていると結論づけている。Urakami et  al .  (2009)では、2006 年に日本のア























4 .3.2 製造タイプに関する研究  
次に、製造機能がパフォーマンスにどのような影響を与えるのかに関す




























































製 造 機 能 に 関 し て 実 証 研 究 を 行 っ た 先 行 研 究 と し て は 、 Inoguchi e t  
al . (2012)、 Fernie  and Azuma(2004)、 Kim and Rucker  (2005)を挙げるこ









けている。 Fernie and Azuma(2004)では、 QR と関連している問題点に関
して分析を行った。本論文では 552 社に対してアンケート調査を行い、内
51 社から回答を得た。分析の結果、日本の国内ファッション製造業が市場
で生き残るためには QR と Supply Chain Management(SCM)に取り組む
以外方法はないと結論付けた。Kim and Rucker(2005)は、アメリカアパレ











































































































の生産性を測るため、1982 年から 1988 年の商業統計データを用いて、従
業者数を 1~2、 3~4、 5~9、 10~19、 20~49、 50~のカテゴリーに分けてそ
れぞれの生産性指数の時系列推移をみた。結果として、 1~2 人の零細規模






として、小売企業では従業者数 50 人以上の大規模店舗が 1 店舗当りの販








Lohtia et  al . (1999)は流通チャネルを統括 (control  and governance)する
パワー関係について、小売企業および製造企業に対しアンケート調査をし
た上で実証分析を行った。この論文では、メンズ衣料を扱う専門チェン店
(ディスカンウント・ストアも含む )40 社、総合スーパー 80 社、百貨店 150
社および製造業者 80 社に対してアンケート調査票を発送し、百貨店 61 社、
総合スーパー 25 社、専門店 18 社、メンズアパレル製造業 32 社から完全
回答を得た。回収率は 39%で、きわめて高い回収率であった。取引先にお
ける上記のパワー増大について 7 点尺度 (1：大いに減少した、 4：変わり
ない、 7：大いに増大した )で質問が行われた。結果として、製造業のパワ
ー が 減 少 し 、 小 売 業 者 の パ ワ ー は 増 大 し た こ と が 明 ら か に さ れ た 。 ま た








導による流通短縮化 (いわゆる卸の中抜き )である。アンケート調査は 2004



























Gertner,  R.H.  and Sti l lman,  R.S. (2001)では、アメリカのアパレル産業
におけるオンライン販売の展開に関して実証分析を行った。この論文では、
サンプルとして 11 の (アパレル企業の )直営店、 8 の百貨店および 10 の卸
売業者、さらに GAP の合計 30 社を用いている。さまざまな業態の違いお
よび垂直統合の有無によって、オンライン販売を展開することに対して、
どのような要因が影響を与えているか検討している。具体的な要因として、
オ ン ラ イ ン 販 売 を 開 始 す る 時 期 (早 い か 遅 い か )、 取 扱 い 商 品 の 幅 お よ び
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4 .4.1 プロセスに関する分類  

































たものとして、Urakami et  al .  (2009)がある。この論文では日本アパレ
ル卸企業に対してアンケート調査を行い、卸売企業の自社企画 (自主企













う 意 思 決 定 が ど の よ う な 要 因 に 影 響 さ れ て い る か の 実 証 分 析 を 行 っ た
先行研究として Kim and Rucker(2005)がある。この論文では、アメリ
カのアパレル製造業においてアンケート調査を行い、分析を行った。取
引費用に関する変数および外国におけるビジネス経験に関する変数は、
国 内 で 生 産 を す る か あ る い は 海 外 へ 生 産 を 移 転 す る か の 意 思 決 定 す る
際に重要な影響があることを明らかにした。しかしながら、国内で生産
をするかあるいは海外へ生産移転するかが、企業のパフォーマンスにど
の よ う な 影 響 を 及 ぼ す か に つ い て は 明 ら か に し な か っ た 。 他 方 、
Inoguchi  et  al . (2012)は、日本のアパレル製造業においてアンケート調
査を行い、中小規模の製造業の製造機能と自主企画機能を持つ企業のみ
を対象に分析を行った。分析の結果、価格競争を避けるために、高付加









③  販路タイプ (店舗あり )：最後に、販路のタイプも重要な要因と考えられ
る。販売 といって も様々な 視点があ るが、本 研究では販路 (place)の み
に焦点を当て、詳しく分析をしていく。  















する方法があるが、 Lohtia et  al . (1999)はこの点について分析を行って




た こ と が 明 ら か に さ れ た 。 さ ら に Lohtia et  al . (2001)は 、 Lohtia et  
al . (1999)で行 った アン ケー ト調 査の デー タを 用い て、 小売 企業 およ び
製造企業の小売価格決定に対するパワーについて分析を行った。結果と
して、製造業者による小売価格の決定パワーは減少したことを明らかに




















直 営 店 を 持 ち 企 画 か ら 販 売 ま で の 垂 直 統 合 を 行 っ て い る 企 業 と い う も
のであった。垂直統合を行わない企業は、チャネル・コンフリクトの問














































究で着目する点について整理すると、表 4.2 にまとめることができる。  
 
表 4.2 企画・製造・販売のプロセス  
プロセス  タイプ  
企画  
1 自社企画  
2 他社企画  
製造  
1 自社工場  
2 他社工場  
3 自社 +他社工場  
販路  
1 店舗有り  
a 自社：直営店  
b 他社：小売  
c 他社：卸  
2 店舗なし  
a インターネット  
b TV 
c カタログ  
 
4 .4.2 その他の要因に関する検討  
 4.4.1 で見てきたように、企画 (自社企画および他社企画 )、製造 (自社工
場および他社工場 )、販売（自社店舗、他社店舗および店舗無し）は企業の
パフォーマンスに影響を及ぼす説明要因であることが分かった。ここでは、


















図 4.4 売上高に影響を与える要因  
 
4 .4.3 モデルの設定  
 本章では、 4.2 節図 4.4 でまとめたように、企業パフォーマンスの説明
要因として、①企業規模、②企画機能、③製造機能、⑤販路パターン (店舗 )、
⑤販路パターン (情報媒体 )を取り上げ、実証分析を行う。  




















Sales = f�𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆,𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃,𝑀𝑀𝑃𝑃𝑃𝑃𝑀𝑀, 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆Ⅰ , 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆Ⅱ �    (4-1)  
  ここで、 Sales：企業の収入  
      Size：企業の規模  
      Plan：商品企画要因  
      Manu：製造タイプ要因  
      StypeⅠ：販路タイプ要因Ⅰ (店舗 )  







た。 (4-1)式は結局、次式のように表される。  
 Sales = f�𝐸𝐸𝐸𝐸𝑆𝑆,𝑃𝑃𝑃𝑃𝑋𝑋,𝑀𝑀𝑃𝑃𝑋𝑋, 𝑆𝑆Ⅰ 𝑃𝑃𝑋𝑋, 𝑆𝑆Ⅱ 𝑃𝑃𝑋𝑋�     (4-2)  
 ここで、 Sales：売上高  
     Emp：従業員数  
     PD𝑋𝑋：商品企画ダミー  (PD𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝：自主企画ダミー )  
     MD𝑋𝑋：製造タイプダミー  ( MD𝑜𝑜𝑜𝑜𝑝𝑝：自社製造ダミー、 MD𝑜𝑜𝑜𝑜ℎ：他
社製造ダミー、 MD𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚：自社・他社混合ダミー )  
     SⅠ D𝑋𝑋：販路タイプⅠダミー ( SⅠ D𝑐𝑐ℎ𝑑𝑑：直営店ダミー、 SⅠ D𝑐𝑐ℎ𝑟𝑟：
小売店ダミー、 SⅠ D𝑐𝑐ℎ𝑜𝑜：卸売店ダミー )  
     SⅡ D𝑋𝑋：販路タイプⅡダミー ( SⅡ D𝑐𝑐ℎ𝑚𝑚：インターネットダミー 、SⅡ D𝑐𝑐ℎ𝑜𝑜： TV ダミー、 SⅡ D𝑐𝑐ℎ𝑐𝑐：カタログダミー )  
 
 
4 .5 方法論  
 






計ソフトウェアは STATA SE Ver12 である。  
 
4 .5.2 データおよび変数の説明  
本章の実証分析で用いられるデータは、小宮一高氏 (香川大学 )、浦上拓
也氏 (近畿大学 )、猪口純路氏 (小樽商科大学 )、金雲鎬氏 (日本大学 )の 4 氏に
よって、2011 年 1 月～ 2 月に実施されたアンケート調査によって収集され
たものである 9。アンケート調査は、郵送により調査票を送付し、郵送に












 以上より、この実証研究では用いるデータは上記の C1、C2、C3 という







                                                  




まり C2 と C3 に該当する企業が 1、それ以外を 0 と設定している。自社製
造ダミー (MD𝑜𝑜𝑜𝑜𝑝𝑝)については、自社内製造比率が 100%なら自社工場での製
造とみなし、自社内製造比率が 100%の企業を１とし、それ以外なら 0 と
する。他社工場ダミー (MD𝑜𝑜𝑜𝑜ℎ)については、自社内製造比率が 0%なら他社
工場を利用することとみなし、自社内製造比率が 0%の企業を 1 とし、そ
れ以外なら 0 とする。自社・他社製造ダミー (MD𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚)ついては、自社内製造
比率が 0%より大きく、 100%未満の場合、自社工場と他社工場を併用して
いると考え、該当する企業を 1、それ以外なら 0 とする。直営店ダ ミー
(SⅠ D𝑐𝑐ℎ𝑑𝑑)については、アパレル製造企業が直営店への販売がある場合は 1
として、直営店への販売がないなら 0 とする。同様に、小売ダミー (SⅠ D𝑐𝑐ℎ𝑟𝑟)
については、小売業者への販売がある場合は１として、ないなら 0 とする。
卸売ダミー (SⅠ D𝑐𝑐ℎ𝑜𝑜)についても、卸売業者への販売がある場合は 1 として、
ないなら 0 とする。上記直営店、小売および卸への販売は店舗ありのケー
スであり、店舗なしのケースについては、インターネットダミー ( SⅡ D𝑐𝑐ℎ𝑚𝑚)
はインターネットへの販売がある場合は 1 として、インターネットへの販
売が行われていないなら 0 とする。また、テレビダミー (SⅡ D𝑐𝑐ℎ𝑜𝑜)について
は、テレビでの販売がある場合は 1 として、テレビでの販売がない場合は
0 とする。最後に、カタログダミー (SⅡ D𝑐𝑐ℎ𝑐𝑐)については、カタログの販売が
ある場合は 1 として、カタログの販売がない場合は 0 とする。  
 




( lnEmp)が採用されており、ケース１には自社企画ダミー (PD𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝)、ケース 2





ある 1 0。以下、本研究ではケース 1～ケース 10 についてそれぞれの要因
が企業パフォーマンスにどのような影響を与えているのか個別に検討して
いくが、複数の変数を同時に採用した場合の推定値の安定性についてケー

























                                                  
1 0  多くのダミー変数を同時に入れることにより、ダミー変数の係数が不安





表 4.3 推定結果 
 
要因 変数 ケース1 ケース2 ケース3





















































































































































































































0.434 0.551 0.550 0.555 0.556 0.555 0.566 0.566 0.567 0.566 0.569 0.570 0.569 0.577 0.577












表 4.3 推定結果(続き) 
 
要因 変数 ケース4 ケース5 ケース6 ケース7 ケース8 ケース9 ケース10 ケース11











































































































































































0.552 0.547 0.553 0.550 0.548 0.559 0.551 0.566 0.569 0.570 0.569 0.577 0.576












ケース 1 では自主企画を持つ企業と持たない企業を合わせた 936 のサン
プルでの推定であったが、ケース 2 以降はすべてのダミー変数が自主企画
を持つ企業に対してのみ実施された質問項目から作成された変数であるた
め、サンプル数は 525 となる。それでは、要因 3 の製造に関して分析を行














要因 4～ 6 の製造業の商品販売の経路について、とても興味深い結果が
得られた。まず、ケース 5 の製造業の直営店での販売について、係数推定









































































第 5 章  自主企画機能に関する実証分析―アパレル製造業を分析
対象として  
 





















本 章 で は 、 分 析 対 象 と し て 日 本 の ア パ レ ル 製 造 業 を 取 り 上 げ る 。









こ ろ で あ る 。 実 際 、 ア パ レ ル 産 業 で は 他 産 業 に も 増 し て QR（ Quick 
Response）の製造機能が強化され、それが今日のファストファッションや
SPAといったアパレル産業独自のビジネスモデルに発展していったと考え











ジャーナルであるストラテジック・マネジメント・ジャーナル（ Strategic  
Management Journal ,  SMJ）の 2011 年に掲載された全 57 本の研究のう
ち、52 本が統計分析を用いていることを明らかにしている。また別のトッ
プジャーナルである、ジャーナル・オブ・マネジメント・スタディーズ
（ Journal  o f  Management Studies :  JMS）の 2011 年の全 51 本の研究う
ち 、 41 本 が 統 計 分 析 を 用 い て い る こ と 明 ら か に し て い る 。 他 方 、




ナル（ Academy of  Management Journal :  AMJ）においては同じく 12.5％
がロジット・モデルもしくはプロビット・モデルが採用されていたと指摘
している。  
                                                  
1 1  矢野経済研究所（ 2012）では、アパレル産業以外に家具・生活雑貨、靴、
眼鏡、鞄・服飾雑貨市場において SPA 化が進行していると述べている。  








第 3 節では、仮説の設定を行う。第 4 節では方法論およびデータの説明を
行う。第 5 節において推定結果を示し、最終第 6 節において本論文の結論
を取りまとめる。  
 
5 .2 先行研究  
先に述べたように、企業の戦略的意思決定を定量的に分析した研究は非
常に多く、特に経営戦略論のトップジャーナルである SMJ や AMJ は掲載
された論文の多くの割合がロジット・モデルかプロビット・モデルを用い
た実証分析となっている。本研究では 2011 年から 2014 年に SMJ に掲載
されたロジット・モデルおよびプロビット・モデルの分析手法を用いた先
行研究をレビューする。当該期間においてロジット・モデルもしくはプロ
ビット・モデルを用いて実証分析を行った論文は全 26 本であった 1 3。そ
れぞれ依拠した理論、分析の目的、サンプル（産業、年）、分析モデル、被
説明変数、主な説明変数（係数の符号、有意性）についてまとめたのが表
5.1 である。  
 
  
                                                  
1 3  この他、サンプルセレクション・バイアスを回避するためのヘックマ
ン・モデルを用いた先行研究も多数存在するが、 Soule et  al .  (2014)およ







表 5.1 先行研究 














ロジット 1: CSOがいる 
0: CSOがいない 
多角化(+), 買収活動(+), 提携, 企業規
模, 役員の独立性(+). 
































































































































Bertrand & 知識ベー 国内と海外に 6015及び 2251 プロビット (1)国内に R＆D 売上高に対する R&D費用(+), 企業規
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額割合(+), 売上高利益率(+) , 海外
R&D外注の経験(+), 国内 R&D外注
経験(+), 地域GDP(+),企業内R&D (-), 











































































































































ロジット 1: CEOを解雇 
0: その他 
総資産の利益率(-), 株利益 (-), 企業
規模(+), CEOと取締役会会長の兼任


















模(+), 企業の R&D集中度(-). 

















































































ロジット 1: M&Aを完了 
0: その他 
キャッシュでの支払い(+), 公的所有
(-), 子会社ダミー (-), 前四半期M&A 









































企業規模(+), 提携の継続(-), GDP 成




































































































ース理論を採用したものが 8 本、取引コスト理論を採用したものが 5 本で
あった。この他、集積の経済学理論、知識ベース理論、制度の経済学理論
等をベースに実証分析を行っていることがわかる。研究者がどのような理
論を採用するのかについて、 Perryman & Combs (2012)と Mahoney & 










さらに、Mahoney & Qian (2013)は一つの分析の中で複数の理論が複合的
に採用されていることも指摘している。この点については、表 5-1 を見て
もわかるようにたとえば、Montie l  et  al . (2012)では ISO 国際認証を取得す
るかどうかの分析に際して、取引コスト理論、制度の経済学理論を用いて
おり、Brahm & Tarzi jan(2014)では垂直統合するかどうかの分析に際して、
取引コスト理論、資源ベース理論を用いている。以上はある経営・経済事
象を分析する際に何らかの理論をベースとして研究が行われるケースであ
るが、Hambrick (2007)と Blettner et  al . (2012)はこの点に関してそれぞ
れ問題点を指摘している。まず Hambrick (2007)は近年の研究が理論を重
視しすぎていると警告している。たとえば、AMJ、 Administrat ive Science  
Quarterly、  Organizational  Science の 2005 年に掲載された 120 の論文
のすべて（ 100％）に Theory という言葉が用いられており（ 1 本あたり平
均 18回）、Journal  o f  Marketing、 Journal  o f  Finance,  Accounting Review
では同 78％であったとしている（ 1 本あたり平均 8 回）。そこで、理論偏















析 す る 際 に 、 採 用 さ れ た デ ー タ は Eesley et  al . (2014) 、  Jain & 
Thietart(2014)を除いてすべてが公表されたデータベースから得られてい











は企業の戦略的意思決定を 1、 0 の変数に置き換えて分析を行うケースに
焦点を当てており、研究者によってさまざまに工夫された被説明変数が採
                                                  






































                                                  






















































































































図 5.1 仮説  
 
5 .4 方法論  
5 .4.1 分析モデル  
 本研究で採用するロジット・モデル、は以下のように定義される 1 6。  
 





 𝑦𝑦∗は観測されないので、観測可能なダミー変数 𝑦𝑦 を用いて次のように定
義する。  
 
                                                  
1 6  詳細はマダラ (1996)を参照。  

























 𝐷𝐷𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 =  𝛽𝛽𝐶𝐶𝐶𝐶𝑃𝑃𝐶𝐶 + 𝛽𝛽𝐶𝐶𝑃𝑃𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 + 𝛽𝛽𝐷𝐷𝐶𝐶𝑃𝑃𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷 + 𝛽𝛽𝐶𝐶𝑃𝑃𝑖𝑖𝐶𝐶𝐷𝐷𝑖𝑖 + 𝛽𝛽𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑃𝑃𝑃𝑃𝑗𝑗𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝐶𝐶𝐷𝐷𝑗𝑗 (5-3)               +  𝛽𝛽𝐶𝐶𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝐷𝐷𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 
          
 
ここで、 𝐷𝐷𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃は自主企画機能を持つかどうかの 2 値変数、 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶は取り扱
う商品のカテゴリー数、 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷は外部資源の活用（外部デザイナーの利用 )、
𝐶𝐶𝐷𝐷𝑖𝑖は消費者ニーズの把握（ i=1,通行人のファッション観察； i=2,ファッシ
ョンショーへの参加； i=3,消費者との対話）、 𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝐶𝐶𝐷𝐷𝑗𝑗は本社の立地（ j=1,東
京； j=2,大阪； j=3,愛知）、  𝐷𝐷𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆は企業の規模（従業員数）である。  
 
5 .4.2 データと変数の説明  
本章で用いられるデータは、小宮一高氏 (香川大学 )、浦上拓也氏 (近畿大
学 )、猪口純路氏 (小樽商科大学 )、金雲鎬氏 (日本大学 )の 4 氏によって、2011
年 1月～ 2月に実施されたアンケート調査によって収集されたものである。
アンケート調査は、郵送により調査票を送付し、郵送にて回収された。（配





定義された 3 つのカテゴリー（ C1：委託を受けた製造に特化、C2：自主企
画製品及び委託を受けた製造、C3：自主企画製品に特化）のうち、自主企
画機能を持つ企業に該当するもの（ C2 および C3）を 1、それ以外を 0 と
                                                  











と回答した場合にそれぞれ 1、それ以外を 0 とした。 𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝐶𝐶𝐷𝐷1は本社もしく
は支社が東京にあると回答した場合に 1、それ以外を 0 とした。同様に、
𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝐶𝐶𝐷𝐷2および 𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝐶𝐶𝐷𝐷3は大阪、愛知に本社もしくは支社がある場合に 1、そ
れ以外を 0 とした。 𝐷𝐷𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆はアンケート調査における正社員数に非正規従業
員数を足したものを用いた 1 8。ここで、非正規従業者数は正社員数以外の
従業員の割合の情報に基づいて、推定値を算出した。以上の変数の記述統
計および変数間の相関係数は表 5.2 のとおり。  
 
  
                                                  




表 5.2 記述統計 
変数 平均 標準偏差 最少 最大 DPLAN CAT 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷 𝐶𝐶𝐷𝐷1 𝐶𝐶𝐷𝐷2 𝐶𝐶𝐷𝐷3 𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝐶𝐶𝐷𝐷1 𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝐶𝐶𝐷𝐷2 𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝐶𝐶𝐷𝐷3 𝐷𝐷𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 
𝐷𝐷𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 0.546 0.498 0 1 1          
𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 2.905 1.894 1 11 -0.036 1         
𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷 0.282 0.450 0 1 0.152 0.032 1        
𝐶𝐶𝐷𝐷1 0.520 0.500 1 1 0.092 -0.022 0.024 1       
𝐶𝐶𝐷𝐷2 0.338 0.473 0 1 -0.007 0.115 0.001 -0.008 1      
𝐶𝐶𝐷𝐷3 0.581 0.494 0 1 0.117 -0.08 0.109 0.021 -0.103 1     
𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝐶𝐶𝐷𝐷1 0.283 0.451 0 1 0.134 0.204 0.116 0.014 0.094 0.006 1    
𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝐶𝐶𝐷𝐷2 0.158 0.365 0 1 0.05 0.076 0.167 -0.013 -0.029 0.012 0.185 1   
𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝐶𝐶𝐷𝐷3 0.07 0.256 0 1 -0.019 0.03 0.1 -0.029 -0.055 0.036 0.058 0.065 1  







5.5  推定結果  
ロジット・モデルの推定には最尤法が用いられ 19 、使用された統計ソ
フトウェアは STATA SE Ver12 である。推定結果は表 5.3 に示したとおり。  
 
表 5.3  推定結果  
変数  変数の説明  推定値  標準誤差  P 値  
SIZE 
企業規模 ( 従業
員数 )  




















0.411**  0.169  0.015  
URBAN1  東京  0.620***  0.199  0.002  
URBAN2  大阪  0.071  0.236  0.762  
URBAN3  愛知  -0.336  0.324  0.300  
定数項  -0.334  0.285  0.241  
Pseudo R2 0.044  






                                                  
19  推定方法の詳細はLong & Freese(2006)を参照。  
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第 6 章 メーカー系アパレル SPA 企業の直営店出店戦略に関する
実証分析  
 
6 .1 はじめに  
 本章の目的は、メーカー系アパレル SPA 企業の直営店出店戦略に影響を
与える要因を実証的に明らかにすることである。アパレル産業においては、
商品の企画から生産、販売までの一連の事業活動を一企業内で完結させる
と い う 垂 直 統 合 型 の ビ ジ ネ ス モ デ ル と し て の SPA （ Specialty  store  
retai ler  of  Private  label  Apparel）が重要な戦略となっていることは多く
の研究者が指摘しているところである。（たとえば、池田、2003； Urakami 
et  al .  2009；  Urakami and Wu,  2010；Urakami et  al . ,  2010； Inoguchi  e t  
al . ,  2012；山川他、 2013； Lee et  al .  2014 など）矢野経済研究所 (2012)







データの制約を克服するために、 Urakami の一連の研究（ Urakami et  al .  
2009； Urakami and Wu,  2010； Urakami et  al . ,  2010）、および Inoguchi  








ータベースと 2012/13 年データベースの 2 か年を使用することで、時間の
経過に伴う事業活動および企業の意思決定の変化（動学的変化）を分析す
 127
ることが可能となっている 2 0。したがって、後の実証分析では 2 通りの分
析 が 行 わ れ る 。 一 つ は 直 営 店 出 店 割 合 に 影 響 を 与 え る 要 因 を 分 析 す る
2012/13 年データベースによるクロスセクション・データを用いた静学分
析であり、もう一つは直営店割合の変化に影響を与える要因の分析であり、
2009 年データベースと 2012/13 年データベースの両方を用いた動学分析
である。  
 以下、本章の構成は次のとおりである。まず、続く第 2 節において直営
店出店戦略に関わる先行研究をレビューし、実証分析における仮説を設定




6 .2 先行研究・仮説  













                                                  
2 0  矢野経済研究所の編纂する『 SPA マーケット総覧』は原則として 2007
年以降毎年出版されているが、2012 年および 2013 年のみ合併号となって
いる。現時点での最新版は 2014 年版である。このデータベースは非常に
高額なためすべてを入手することは不可能であり、今回は時間の経過を考








 一方、企業の戦略的意思決定を実証分析した先行研究については第 5 章
2 節で詳細にレビューしたように、分析の理論枠組みとしては資源ベース
理論、取引コスト理論、集積の経済学理論、知識ベース理論、制度の経済


















た、 Urakami and Wu(2010)は日本のアパレル卸売業を対象としたアンケ
ート調査によって得られたデータを用いて実証分析を行い、結果として大
規模卸売企業ほど直営店を所有する傾向にあることを明らかにしている。




めの第 1 の仮説（ H1）を以下の通り設定した。  
 
H1 企業規模が大きいほど直営店出店を拡大する。  
 
 次 に 企 業 業 績 に つ い て 先 行 研 究 を み て い く 。 Courault  and 
Doeringer(2008)は フランスにおいてアパレル中小企業（ SME）の集積で













にしている。以上の先行研究を踏まえ、以下の第 2 の仮説（ H2）を設定す
ることとした。  
 
H2 好業績の企業ほど直営店出店を拡大する。  
 
 続いて、商品カテゴリーと直営店出店との関係についてみていく。先ほ
どの Courault  and Doeringer(2008)はフランスの 2 つの産地における調査
で あ っ た と 述 べ た が 、 そ の 2 つ の 産 地 で は Cholet に お い て 子 供 服










るのである。以上の議論を踏まえ、第 3 の仮説（ H3）を以下の通り設定し
た。  
 
H3 商品カテゴリーは直営店出店において重要である。  
 
 最後に、販路の選択に関する先行研究をみていく。 Lohtia et  al . (1999)

















4 の仮説（ H4）を設定することとした。  
 
 131
H4 他の販路の状況によって直営店出店戦略は影響を受ける。  
 
 以上 4 つの仮説（ H1～ H4）と直営店出店戦略の関係を図示したものが












図 6.1 仮説  
 
6 .3 方法論  
6 .3.1 分析モデル  
























つ の 場 合 の 選 択 さ れ る 確 率 は 以 下 の よ う に 表 現 さ れ る 。（ Stata Press  





ۖۓPrሺݕ ൌ 1ሻ ൌ ௘
೉ഁሺభሻ
௘೉ഁሺభሻା௘೉ഁሺమሻା௘೉ഁሺయሻ
Prሺݕ ൌ 2ሻ ൌ ௘೉ഁሺమሻ௘೉ഁሺభሻା௘೉ഁሺమሻା௘೉ഁሺయሻ
Prሺݕ ൌ 3ሻ ൌ ௘೉ഁሺయሻ௘೉ഁሺభሻା௘೉ഁሺమሻା௘೉ഁሺయሻ
     (6-2)  
 
 このとき、 3 つの確率の合計は 1 となるため、実際の推定では任意のパ
ラメーター・ベクトルの一つを 0 とおく必要がある。たとえば βሺ1ሻ ൌ 0、つ






ۖۓPrሺݕ ൌ 1ሻ ൌ
ଵ
ଵା௘೉ഁሺమሻା௘೉ഁሺయሻ
Prሺݕ ൌ 2ሻ ൌ ௘೉ഁሺమሻଵା௘೉ഁሺమሻା௘೉ഁሺయሻ
Prሺݕ ൌ 3ሻ ൌ ௘೉ഁሺయሻଵା௘೉ഁሺమሻା௘೉ഁሺయሻ
     (6-3)  
 
 したがって、たとえばベースアウトカムに対する y ൌ 2の確率は以下のよ
うになる。  
 
 ୔୰ሺ௬ୀଶሻ୔୰ሺ௬ୀଵሻ ൌ ݁௑ఉሺଶሻ       (6-4)  
 
 両辺に対数をとると以下の (6-5)式となり、パラメーター・ベクトルを推
定 す る こ と に よ っ て 対 数 オ ッ ズ 比 が 導 出 さ れ る こ と が 分 か る 。（ Greene,  
2008,  pp.844.）  
                                                  






 ln ቀ୔୰ሺ௬ୀଶሻ୔୰ሺ௬ୀଵሻቁ ൌ ܺߚሺ2ሻ      (6-5)  
 
6 .3.2 回帰分析  








Ownshop = f (Scale ,  Pfmc,  Categoryi ,  HHI )    (6-6)  
Ownshop ：直営店割合  
Scale  ：企業規模 (従業員数：正社員とパート )  
Pfmc ：企業業績 (売上高、従業員一人当たり売上高 )  
Category i  ：商品カテゴリー割合（ i＝ M(紳士服 )、 L(婦人服 )、  
K(子供服 )）  
HHI ：商品カテゴリーのハーフィンダール指数  
 
動学モデル（多項ロジット・モデル）  
Own_c = f (Scale_r,  Sales_r,  Category_c i ,  Channel_c j ,  HHI)  (6-7)  
Own_c    ：直営店割合の変化（ 1：増加、 2：維持、 3：減少）  
Scale     ：企業規模 (従業員数：正社員とパート )  
Scale_r     ：企業規模成長率  
Sales_r     ：企業業績（売上高成長率）  
Category_Ci  ：商品カテゴリー割合変化（ i＝ M(紳士服 )、 L(婦人服 )、 
K(子供服 )）  
HHI    ：商品カテゴリーのハーフィンダール指数  
Channel_Cj    ：販路割合変化（ j＝ d(百貨店 )、 m(量販店 )、 s (専門店 )） 
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(6-6)式 お よ び (6-7)式 に お い て 示 さ れ て い る 商 品 カ テ ゴ リ ー の ハ ー フ ィ













6 .3.3 データについて  
 本章においては、矢野経済研究所より出版されている『 SPA マーケット
総覧』のデータを用いて分析を行う。『 SPA マーケット総覧』は 2007 年以
降原則として毎年出版されているが、2012 年および 2013 年のみ合併号に
なっている。最新版は 2014 年版である。今回の分析では 2 か年のデータ
を入手した。それぞれ 2009 年版および 2012/13 年版合併号である。重回
帰モデルでは直近のクロスセクション・データを使用するため 2012/13 年
版合併号を使う。多項ロジット・モデルでは 2 か年の経年変化を考慮した
分析になるので、 2009 年版および 2012/13 年版合併号を使用する。  
 
6 .3.4 変数の説明  
 重回帰モデルの変数の説明は表 6.1 の通り。なお、重回帰モデルでは被
説明変数に直営店割合を採用しているが、その他の販路割合（百貨店、量





表 6.1 重回帰モデルの変数説明  
変数  説明  導出式  
Ownshop 直営店割合  直営店割合  
Scale  企業規模  従業員数：正社員＋パート数  
Pfmc 企業業績  
売上高  
売上高 ÷従業員数  




HHI ハーフィンダール指数  
(紳士服割合 ) 2＋ (婦人服割合 ) 2＋ (子
供服割合 ) 2＋ (その他割合 ) 2  
 
 次に、多項ロジット・モデルの変数の説明は表 6.2 の通り。  
 
表 6.2 多項ロジット・モデルの変数説明  
変数  説明  導出式  
Own_c 直営店割合変化  1：増加、 2：維持、 3：減少  
Scale  企業規模  従業員数 ＊ ：正社員＋パート数  
Scale_r  企業規模成長率  (従業員数 ＊ －従業員数 )÷従業員数  
Sales_r  売上高成長率  (売上高 ＊ －売上高 )÷売上高  
Category_c i  
商品カテゴリー  
割合変化  
紳士服割合 ＊ －紳士服割合  
婦人服割合 ＊ －婦人服割合  




(紳士服割合 ＊ ) 2＋ (婦人服割合 ＊ ) 2  
＋ (子供服割合 ＊ ) 2＋ (その他割合 ＊ ) 2  
Channel_c j  販路割合変化  
百貨店割合 ＊ －百貨店割合  
量販店割合 ＊ －量販店割合  
専門店割合 ＊ －専門店割合  
（注）
＊
： 2012/13 年版データ、 ＊なし： 2009 年版データ  
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6.4 推定結果  
本章の実証分析で用いられるデータは、矢野経済研究所『 SPA マーケッ
ト総覧』 2009 年版および 2012/13 年版から得ている。用いられた統計ソ




ル指数を採用した推定結果をケース 2 とした。推定結果は表 6.3 および表
6.4 の通り。  
 
表 6.3 推定結果（重回帰モデル：ケース 1）  
変 数  変 数 の 説 明  推 定 値  標 準 偏 差 P 値 推 定 値  標 準 偏 差  P 値  
S c a l e  企 業 規 模  0 . 0 0 4  0 . 0 0 6  0 . 4 9 0 - 0 . 0 0 8  0 . 0 0 6  0 . 1 5 0  
P f m c  売 上 高  - 0 . 0 0 1 * * * 0 . 0 0 0 2  0 . 0 0 5 -  -  -  
P f m c  
従 業 員 一 人 当
た り 売 上 高  
-  -  -  - 0 . 3 2 4 * * *  0 . 0 9 4  0 . 0 0 1  
C a t e g o r y M  紳 士 服 割 合  - 0 . 2 0 3  0 . 1 9 7  0 . 3 0 5 - 0 . 1 4  0 . 1 9 1  0 . 4 6 6  
C a t e g o r y L  婦 人 服 割 合  - 0 . 0 1 2  0 . 1 8 2  0 . 9 4 7 0 . 0 0 0 1  0 . 1 7 7  0 . 9 9 9  
C a t e g o r y K  子 供 服 割 合  - 0 . 0 3 0  0 . 2 3 3  0 . 8 9 8 - 0 . 0 5 2  0 . 2 3  0 . 8 2 0  
C o n s  5 9 . 9 6 5 * * * 1 7 . 0 3 4  0 . 0 0 1 6 6 . 7 2 0 * * *  1 7 . 1 6 6  0 . 0 0 0  
A d j  R 2  0 . 0 6 8  0 . 0 9 7  
n  1 0 6  1 0 6  
(注 )***1%水準で有意、 **5%水準で有意、 *10%水準で有意。  
 
表 6.4 推定結果（重回帰モデル：ケース 2）  
変 数  変 数 の 説 明  推 定 値  標 準 偏 差 P 値 推 定 値  標 準 偏 差  P 値  
S c a l e  企 業 規 模  0 . 0 0 5  0 . 0 0 6  0 . 4 5 8 - 0 . 0 0 9  0 . 0 0 5  0 . 1 1 7
P f m c  売 上 高  - 0 . 0 0 1 * * * 0 . 0 0 0 2  0 . 0 0 3 -  -  -  
P f m c  
従 業 員 一 人 当
た り 売 上 高  
-  -  -  - 0 . 3 5 2 * * * 0 . 0 9 2  0 . 0 0 0
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H H I  
ハ ー フ ィ ン ダ
ー ル 指 数  
- 0 . 0 0 1  0 . 0 0 2  0 . 3 8 6 - 0 . 0 0 1  0 . 0 0 2  0 . 4 2 9
C o n s  6 6 . 5 0 8 * * * 1 3 . 3 1 2  0 . 0 0 0 7 4 . 5 7 1 * * * 1 3 . 5 2 5  0 . 0 0 0
A d j  R 2  0 . 0 6 4  0 . 1 0 5  
n  1 0 6  1 0 6  
(注 )***1%水準で有意、 **5%水準で有意、 *10%水準で有意。  
 
 表 6.3 および表 6.4 より明らかなように、表 6.3 のケース 1 において企
業規模（従業員数）は有意な結果とはならなかった。つまり、直営店割合
は企業規模とは関係ないことが分かる。一方、売上高および一人当たりの















                                                  













の 3 つのケースの推定を行った。推定結果はそれぞれ表 6.5、 6.6、 6.7 の
通り。  
 
表 6.5 推定結果（多項ロジット・モデル：ケース 1）  
変 数  変 数 の 説 明  
増 加 （ O w n _ c  = 1）  減 少 （ O w n _ c  = 3）  
推 定 値  標 準 偏 差 P 値 推 定 値  標 準 偏 差  P 値
S c a l e  企 業 規 模  0 . 0 0 0 5  0 . 0 0 0 7  0 . 5 0 6 0 . 0 0 1  0 . 0 0 1  0 . 3 7 3
S c a l e _ r  企 業 規 模 成 長 率  0 . 3 9 1 *  0 . 2 3 1  0 . 0 9 1 0 . 0 6 6  0 . 1 6 6  0 . 6 8 9
s a l e s _ r  売 上 高 成 長 率  - 0 . 5 1 9 *  0 . 3 0 2  0 . 0 8 6 - 0 . 0 0 1  0 . 0 4 6  0 . 9 9
C h a n n e l _ C d  百 貨 店 割 合 変 化  - 0 . 0 5 0 * * * 0 . 0 1 8  0 . 0 0 5 0 . 0 0 8  0 . 0 1 5  0 . 5 8 4
C h a n n e l _ C m  量 販 店 割 合 変 化  - 0 . 0 1 8  0 . 0 1 8  0 . 3 2 0 . 0 3 4 *  0 . 0 1 8  0 . 0 5 6
C h a n n e l _ C s  専 門 店 割 合 変 化  - 0 . 0 3 9 * * 0 . 0 1 8  0 . 0 3 3 0 . 0 2 9 *  0 . 0 1 6  0 . 0 8 2
C o n s  0 . 4 5 6  0 . 5 1  0 . 3 7 1 0 . 1 4 1  0 . 5 3  0 . 7 9
P s e u d o  R 2  0 . 3 4 1  
n  9 3  
(注 )***1%水準で有意、 **5%水準で有意、 *10%水準で有意。  
 
表 6.6 推定結果（多項ロジット・モデル：ケース 2）  
変 数  変 数 の 説 明  
増 加 （ O w n _ c  = 1）  減 少 （ O w n _ c  = 3）  
推 定 値  標 準 偏 差 P 値 推 定 値  標 準 偏 差  P 値
S c a l e  企 業 規 模  - 0 . 0 0 0 2 0 . 0 0 1  0 . 8 1 7 0 . 0 0 1  0 . 0 0 1  0 . 3 8 6
S c a l e _ r  企 業 規 模 成 長 率  0 . 6 1 3 * * 0 . 2 7 2  0 . 0 2 4 - 0 . 0 9 2  0 . 2 3 1  0 . 6 8 9
s a l e s _ r  売 上 高 成 長 率  - 0 . 4 4 9 * * 0 . 2 0 5  0 . 0 2 8 - 0 . 0 0 3  0 . 0 8 9  0 . 9 7 3
C h a n n e l _ C d  百 貨 店 割 合 変 化  - 0 . 0 6 4 * * 0 . 0 2 7  0 . 0 2 0 . 0 2 3  0 . 0 2 2  0 . 2 9 0
C h a n n e l _ C m  量 販 店 割 合 変 化  - 0 . 0 3 4  0 . 0 2 7  0 . 2 1 5 0 . 0 4 3 *  0 . 0 2 4  0 . 0 7 4
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C h a n n e l _ C s  専 門 店 割 合 変 化  - 0 . 0 5 6 * * 0 . 0 2 7  0 . 0 4 1 0 . 0 3 6  0 . 0 2 2  0 . 1 0 7
C a t e g o r y _ C M  紳 士 服 割 合 変 化  0 . 0 0 1  0 . 0 3  0 . 9 6 3 - 0 . 0 4 1  0 . 0 3 2  0 . 1 9 3
C a t e g o r y _ C L  婦 人 服 割 合 変 化  - 0 . 0 1 2  0 . 0 2 5  0 . 6 4 9 - 0 . 0 3 3  0 . 0 2 7  0 . 2 2 3
C a t e g o r y _ C K  子 供 服 割 合 変 化  - 0 . 0 2 7  0 . 0 4 8  0 . 5 7 6 - 0 . 0 4 4  0 . 0 3 5  0 . 2 1 2
C o n s  0 . 2 2 4  0 . 6 6 5  0 . 7 3 6 - 0 . 0 2 3  0 . 6 6 5  0 . 9 7 3
P s e u d o  R 2  0 . 3 7 5  
n  6 4  
(注 )***1%水準で有意、 **5%水準で有意、 *10%水準で有意。  
 
表 6.7 推定結果（多項ロジット・モデル：ケース 3）  
変 数  変 数 の 説 明  
増 加 （ O w n _ c  = 1）  減 少 （ O w n _ c  = 3）  
推 定 値  標 準 偏 差 P 値 推 定 値  標 準 偏 差  P 値
S c a l e  企 業 規 模  - 0 . 0 0 0 2 0 . 0 0 1  0 . 8 3 9 - 0 . 0 0 0 1  0 . 0 0 1  0 . 9 0 3
S c a l e _ r  企 業 規 模 成 長 率  0 . 4 2 4 *  0 . 2 2 5  0 . 0 5 9 0 . 1 2 6  0 . 1 7 1  0 . 4 6
s a l e s _ r  売 上 高 成 長 率  - 0 . 5 7 2 * 0 . 3  0 . 0 5 6 - 0 . 0 4 7  0 . 0 8 3  0 . 5 7 6
C h a n n e l _ C d  百 貨 店 割 合 変 化  - 0 . 0 4 6 * * 0 . 0 1 9  0 . 0 1 7 0 . 0 0 4  0 . 0 1 6  0 . 8 2 3
C h a n n e l _ C m  量 販 店 割 合 変 化  - 0 . 0 1 3  0 . 0 1 8  0 . 4 7 1 0 . 0 3 1 *  0 . 0 1 8  0 . 0 9
C h a n n e l _ C s  専 門 店 割 合 変 化  - 0 . 0 3 6 * * 0 . 0 1 8  0 . 0 4 4 0 . 0 2 2  0 . 0 1 6  0 . 1 7 3
H H I  
ハ ー フ ィ ン ダ ー
ル 指 数  
- 0 . 0 0 0 4 * 0 . 0 0 0 2  0 . 0 9 2 - 0 . 0 0 0 1  0 . 0 0 0 2  0 . 5 2 1
C o n s  3 . 6 0 0  1 . 9 6 1  0 . 0 6 6 1 . 5 7 5  1 . 9 0 9  0 . 4 0 9
P s e u d o  R 2  0 . 3 0 0  
n  7 5  




店 割 合 の 維 持 か ら 増 加 へ の 変 化 に 対 し て パ ラ メ ー タ ー 推 定 値 は プ ラ ス












































ラメ ー タ ー推 定 値 はそ れ ぞ れプ ラ ス （ 0.034、 0.043、 0.031） と な り、す
べて 10%水準で有意になっている。つまり、量販店割合を拡大させている
企業は、直営店出店を縮小させる傾向にあると考えることができる。  
以上の結果より、仮説 4（ H4）は支持される結果となった。  
 
6 .5 結論  















































年および 2012/13 年の 2 か年のみが利用されている点である。原則として
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2007 年より毎年度出版されているが、1 冊 1 冊が高額なため今回はこの 2
冊のみを利用することとなったが、将来的には毎年度のデータベースをそ
ろえた上でパネル分析を試みる必要があると考えている。他に、データベ
ースにはメーカー系 SPA 企業だけではなく、小売系 SPA 企業も掲載され
ており、今回は直営店という販路に着目したためにメーカー系 SPA 企業の




第７章 おわりに  
 

















す 日 本 独 自 の 造 語 で あ る 。 Specialty  store  retai ler  of  private  label  
apparel の略称であり、企画・製造・販売を一社で手掛けることを意味し
ている。同様のビジネスモデルとして「ファストファッション」が知られ


















の中で、小宮・浦上・猪口の 3 名の研究者は 2006 年に日本のアパレル卸
売業の全企業を対象にアンケート調査を行い、いくつかの研究成果をあげ
ている。（浦上他 ､2008； Urakami et  al .2009； Urakami & Wu,2010）そ
の後 2011 年には小宮・浦上・猪口・金の 4 名によってアパレル製造業に
対してアンケート調査が行われている。（小宮他､2011；Inoguchi  et  al .2012）













7 .2 実証分析から得られた知見  














 第 4 章の企業パフォーマンスの分析を他のデータベース（『 SPA マーケ











































 第 6 章においては直営店出店戦略について『 SPA マーケット総覧』のデ
ータベースを用いて実証分析を行った。この『 SPA マーケット総覧』は 2007
年以降原則として毎年出版されるが、 2012/13 においてのみ合併号となっ
































 第 6 章の直営店出店戦略の分析を他のデータベース（「小宮他アンケー







































たとえば Fern et  al . (2012)では創業者が持っている組織知識、創業者が持
っている知識の新しさ、チームが持っている特殊知識が有意にプラスに影
響していることが明らかとされており、 Eesley et  al . (2014)では経験ある
創業者ダミー、一人の創業者ダミーがプラスで有意、 Lewis et  al . (2014)
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課題 3 アパレル小売業に関する調査・分析  
先にも述べたように、日本のアパレル産業における実証分析を行った先
行研究としては、小宮、浦上、猪口、金の 4 氏による一連の研究（浦上他、

















補論１  企業パフォーマンスの分析  
 
1 .1 目的  
『 SPA マーケット総覧』に掲載されたメーカー系 SPA 企業のデータを用
いて企業パフォーマンスに影響を与える要因に関する実証分析を行う。こ
の分析の特徴として、企業パフォーマンスの代理変数として売上高以外の
複数の変数を採用すること、 2009 年版と 2012/13 年版の 2 か年のデータ
を用いることにより時系列変化を考慮した分析を行うことが可能となるこ
と、以上 2 点を挙げることができる。  
 
1 .2 モデル  



















 推定式は重回帰モデルを採用する。  
 
𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃ℎ = f�𝐸𝐸𝑃𝑃𝐸𝐸,𝐷𝐷𝑖𝑖 ,𝐶𝐶ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑗𝑗 ,𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑘𝑘�     (A1-1)  
 ここで、  




𝐸𝐸𝑃𝑃𝐸𝐸 ：企業規模（従業員数）  
𝐷𝐷𝑖𝑖 ：販路参入撤退ダミー（ i=dep（百貨店撤退ダミー）、 mas（量
販店撤退ダミー）、 spc（専門店参入ダミー））  
𝐶𝐶ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑗𝑗 ：販路割合（ j=own（直営店）、spc（専門店）、mas（量販店）、
dep（百貨店））  
𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑘𝑘： 商 品 カ テ ゴ リ ー 割 合 （ k=men（ 紳 士 服 ）、 ladys（ 婦 人 服 ）、
kids（子供服））  
 
1 .3 変数  
 採用された変数の導出については表 A1.1 に示されたとおりである。  
 
表 A1.1 重回帰モデルの変数の説明  
変数  説明  導出式  
𝑎𝑎𝑎𝑎𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 売上高の対数  売上高 *を対数変換  
𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 売上高  売上高 *  
𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙 従 業 員 一 人 当 た り
売上高  
売上高 *÷従業員数 *  
𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙ℎ 売上高成長率  （売上高 *－売上高）÷売上高  
𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙ℎ 従 業 員 一 人 当 た り
売上高成長率  
（ (売 上 高 *÷従 業 員 数 *) - (売 上 高 ÷従
業員数 )）÷ (売上高÷従業員数）  
𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝑆𝑆 純利益  純利益 *  
𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙ℎ 純利益成長率  （純利益 *-純利益）÷純利益  
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𝐸𝐸𝑃𝑃𝐸𝐸 従業員数  従業員数 *：正社員＋パート数  
𝐷𝐷𝑑𝑑𝑆𝑆𝑙𝑙 百貨店撤退ダミー  １： 2009 年に取引があり 2012/13 年
に取引なし、  ０：その他  
𝐷𝐷𝑙𝑙𝑆𝑆𝑆𝑆 量販店撤退ダミー  １： 2009 年に取引があり 2012/13 年
に取引なし、  ０：その他  
𝐷𝐷𝑆𝑆𝑙𝑙𝐼𝐼 専門店参入ダミー  １： 2009 年に取引がなく 2012/13 年
に取引あり、  ０：その他  
𝐶𝐶ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝐼𝐼𝑜𝑜𝐼𝐼 直営店割合  直営店割合 *  
𝐶𝐶ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑆𝑆𝑙𝑙𝐼𝐼 専門店割合  専門店割合 *  
𝐶𝐶ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑆𝑆𝑙𝑙 百貨店割合  百貨店割合 *  
𝐶𝐶ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑙𝑙𝑆𝑆𝑆𝑆 量販店割合  量販店割合 *  
𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑙𝑙𝑆𝑆𝐼𝐼 紳士服割合  紳士服割合 *  
𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑆𝑆𝑆𝑆𝑑𝑑𝑙𝑙𝑆𝑆 婦人服割合  婦人服割合 *  
𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑘𝑘𝑖𝑖𝑑𝑑𝑆𝑆 子供服割合  子供服割合 *  
注： *は 2012/13 年版データ、 *なしは 2009 年データ。  
 
1 .4 推定結果  
推定結果は表 A1.2 および A1.3 のとおり。企業パフォーマンスの代理変
数として 6 通り（売上高の対数を含めると 7 通り）のものを採用したが、
売上高の対数（ 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆）を採用したものが最も当てはまりが良く（ 0.725）、
当期利益（ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝑆𝑆）および当期利益成長率（ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙ℎ）は当てはまり
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表 A1.2 推定結果（１） 
被説明変数 
𝑎𝑎𝑎𝑎𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙ℎ 
売上高の対数 売上高 従業員一人当たり売上高 売上高成長率 
変数 説明 推定値 標準誤差 p 値 推定値 標準誤差 p 値 推定値 標準誤差 p 値 推定値 標準誤差 p 値 
𝐸𝐸𝑃𝑃𝐸𝐸# 従業員数 0.800 0.059*** 0.000 13.351 2.067*** 0.000 -0.011 0.005** 0.041 0.003 0.001*** 0.000 
𝐷𝐷𝑑𝑑𝑆𝑆𝑙𝑙 百貨店撤退ダミー 0.160 0.141 0.259 4,528 2,657* 0.092 12.148 6.878* 0.081 -0.065 0.916 0.943 
𝐷𝐷𝑙𝑙𝑆𝑆𝑆𝑆 量販店撤退ダミー 0.046 0.141 0.743 2,187 2,712 0.422 1.025 7.019 0.884 -0.208 0.935 0.825 
𝐷𝐷𝑆𝑆𝑙𝑙𝐼𝐼 専門店参入ダミー 0.344 0.142** 0.017 6,430 2,694** 0.019 10.759 6.972 0.126 1.971 0.929** 0.036 
𝐶𝐶ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝐼𝐼𝑜𝑜𝐼𝐼 直営店割合 -0.009 0.003*** 0.003 -192.023 57.291*** 0.001 -0.459 0.148*** 0.003 -0.041 0.020** 0.040 
𝐶𝐶ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑆𝑆𝑙𝑙𝐼𝐼 専門店割合 -0.010 0.003*** 0.005 -223.030 64.769*** 0.001 -0.511 0.168*** 0.003 -0.050 0.022** 0.027 
𝐶𝐶ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑆𝑆𝑙𝑙 百貨店割合 -0.007 0.004 0.117 -180.733 81.298** 0.029 -0.247 0.210 0.243 -0.045 0.028 0.109 
𝐶𝐶ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑙𝑙𝑆𝑆𝑆𝑆 量販店割合 0.009 0.005* 0.070 149.257 95.430 0.121 0.541 0.247** 0.031 0.093 0.033*** 0.006 
𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑙𝑙𝑆𝑆𝐼𝐼 紳士服割合 -0.002 0.004 0.561 -124.128 70.233* 0.080 -0.123 0.182 0.500 -0.023 0.024 0.340 
𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑆𝑆𝑆𝑆𝑑𝑑𝑙𝑙𝑆𝑆 婦人服割合 -0.003 0.003 0.368 -112.037 63.959* 0.083 -0.215 0.166 0.197 -0.010 0.022 0.666 
𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑘𝑘𝑖𝑖𝑑𝑑𝑆𝑆 子供服割合 -0.006 0.004 0.173 -125.314 82.677 0.133 -0.381 0.214* 0.078 -0.013 0.029 0.659 
cons 5.074 0.487*** 0.000 25,392 6,610*** 0.000 80.212 17.110*** 0.000 4.122 2.279* 0.074 
n 106 106 106 106 




表 A1.3 推定結果（２） 
被説明変数 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙ℎ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝑆𝑆 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙ℎ 
従業員一人当たり売上高成長率 当期利益 当期利益成長率 
変数 説明 推定値 標準誤差 p 値 推定値 標準誤差 p 値 推定値 標準誤差 p 値 
𝐸𝐸𝑃𝑃𝐸𝐸 従業員数 0.000 0.000 0.120 -1.178 0.242*** 0.000 -0.004 0.004 0.265 
𝐷𝐷𝑑𝑑𝑆𝑆𝑙𝑙 百貨店撤退ダミー -0.092 0.317 0.773 255 318 0.425 1.007 5.142 0.845 
𝐷𝐷𝑙𝑙𝑆𝑆𝑆𝑆 量販店撤退ダミー 0.311 0.323 0.339 -80 330 0.808 -6.167 5.281 0.247 
𝐷𝐷𝑆𝑆𝑙𝑙𝐼𝐼 専門店参入ダミー 0.623 0.320* 0.054 499 324 0.128 9.587 5.119* 0.066 
𝐶𝐶ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝐼𝐼𝑜𝑜𝐼𝐼 直営店割合 -0.006 0.007 0.403 -7.799 6.724 0.250 -0.171 0.109 0.120 
𝐶𝐶ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑆𝑆𝑙𝑙𝐼𝐼 専門店割合 -0.010 0.008 0.214 -7.417 7.858 0.348 -0.129 0.127 0.312 
𝐶𝐶ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑆𝑆𝑙𝑙 百貨店割合 -0.002 0.010 0.809 -3.331 9.633 0.731 -0.034 0.155 0.825 
𝐶𝐶ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑙𝑙𝑆𝑆𝑆𝑆 量販店割合 0.045 0.011*** 0.000 -14.181 11.057 0.204 -0.315 0.172* 0.072 
𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑙𝑙𝑆𝑆𝐼𝐼 紳士服割合 -0.002 0.008 0.778 -4.876 7.902 0.539 -0.003 0.149 0.984 
𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑆𝑆𝑆𝑆𝑑𝑑𝑙𝑙𝑆𝑆 婦人服割合 -0.005 0.008 0.551 -11.240 7.128 0.119 -0.069 0.141 0.627 
𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝑎𝑎𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑘𝑘𝑖𝑖𝑑𝑑𝑆𝑆 子供服割合 -0.012 0.010 0.207 -6.442 9.620 0.505 0.325 0.176* 0.069 
cons 1.803 0.785** 0.024 1,750 744 0.021 19.106 14.977 0.207 
n 105 85 77 




補論 2 直営店の回帰分析  
 




2 .1 モデル  
 直営店出店戦略に影響を与える要因として、同じデータベースを用いて
















図 A2.1 仮説  
 
 第 5 章と同じく、回帰モデルとしてロジット・モデルを採用した。推定
式は以下の通り。  
 
 ܦைௐே ൌ 	ߚ஼ைேௌ ൅ ߚ஼஺்ܥܣܶ ൅ ߚ஽ௌேܦܵܰ ൅ ߚ஼ே೔ܥ ௜ܰ ൅ ߚ௎ோ஻஺ேೕܷܴܤܣ ௝ܰ (A2-1)  
													൅		ߚௌூ௓ாܵܫܼܧ 
















          
 ここで、  
 ܦைௐே  ： 1：直営店を出店する、 0：その他  
 ܥܣܶ ：商品カテゴリー数  
 ܦܵܰ ：外部の専門なサービスの利用 (コンサルタント )  
 ܥ ௜ܰ ：消費者ニーズの把握（ i=1（通行人のファッション観察），  
   2（ファッションショーへの参加），3（消費者との対話））  
 ܷܴܤܣ ௝ܰ ：本社の立地（ j=1（東京）， 2（大阪））  
 ܵܫܼܧ ：企業規模（従業員数）  
 
2 .3 変数  
 採用された変数の導出については表 A2.1 に示されたとおりである。  
 
表 A2.1 ロジット・モデルの変数の説明  
変数  説明  導出式  
ܦைௐே 直営店出店するかどうか  1：出店する、 0：その他  
ܵܫܼܧ 企業規模  従業員数 (正社員＋パート数 )
を対数変換  
ܥܣܶ 商品カテゴリー数  取扱商品のカテゴリー数  
ܦܵܰ 外部コンサルタント・ダミー  1：利用する、 0：その他  
ܥ ଵܰ 通行人のファッション観察  1：あり、 0：その他  
ܥ ଶܰ ファッションショーへの参加  1：あり、 0：その他  
ܥ ଷܰ 消費者との対話  1：あり、 0：その他  
ܷܴܤܣ ଵܰ 東京立地  1：東京、 0：その他  
ܷܴܤܣ ଶܰ 大阪立地  1：大阪、 0：その他  
 
2 .4 推定結果  
 変数の基本統計量および相関係数は表 A2.2 の通りであり、推定結果は




表 A2.2 記述統計 
変数 平均 標準
偏差 
最少 最大 Dchd Size CAT SCT CN1 CN2 CN3 URBAN1 URBAN2
ܦைௐே 0.257 0.437 0 1 1.000         
ܵܫܼܧ 64 457 1 9000 0.269 1.000        
ܥܣܶ 2.800 1.916 1 11 0.115 0.132 1.000       
ܦܵܰ 0.112 0.315 0 1 0.189 0.251 0.128 1.000      
ܥ ଵܰ 0.470 0.500 1 1 -0.020 -0.131 -0.026 -0.047 1.000     
ܥ ଶܰ 0.278 0.449 0 1 -0.0002 0.172 0.162 0.117 0.085 1.000    
ܥ ଷܰ 0.532 0.500 0 1 0.115 -0.041 -0.080 0.030 0.197 0.029 1.000   
ܷܴܤܣ ଵܰ 0.328 0.470 0 1 0.088 0.325 0.216 0.090 -0.009 0.120 -0.004 1.000  





表 A2.3 推定結果  
変数  変数の説明  推定値  標準誤差  P 値  
ܵܫܼܧ 企業規模  0 .474*** 0 .104 0.000 
ܥܣܶ 
商 品 カ テ ゴ リ ー
数  
0 .110* 0 .062 0.075 
ܦܵܰ 
外 部 コ ン サ ル タ
ント・ダミー  
0 .773** 0 .345 0.025 
ܥ ଵܰ 
通 行 人 の フ ァ ッ
ション観察  
0 .002 0.247 0.995 
ܥ ଶܰ 
フ ァ ッ シ ョ ン シ
ョーへの参加  
-0 .424 0.280 0.130 
ܥ ଷܰ 
消 費 者 と の 直 接
な対話  
0 .651*** 0 .248 0.009 
ܷܴܤܣ ଵܰ 東京立地  0 .012 0.274 0.965 
ܷܴܤܣ ଶܰ 大阪立地  -0 .409 0.356 0.250 
定数項  -3 .018*** 0 .398 0.000 
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